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本ガイドラインの目的                                  

 建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度（以下では、「再エネ促進区域制度」といいます。）

は、地域によってその利用条件が異なる再生可能エネルギーについて、地域の実情を踏まえた建

築物分野における利用拡大を図るため、令和４年６月に公布された「脱炭素社会の実現に資する

ための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律

第 69 号）」において、新たに創設されました。 

 令和５年３月末時点で、934 の地方自治体においてゼロカーボンシティ（注：2050 年に CO2（二酸化

炭素）を実質ゼロにすることを目指す旨を首長自らが又は地方自治体として公表した地方自治体のことを指しま

す。）が宣言されるなど、地域の実情を応じた再生可能エネルギーの導入の取組が推進されるなか、

建築物分野への導入促進にあたっても、市町村における本制度の積極的な活用が期待されていま

す。 

 本ガイドラインは、市町村における本制度の円滑な活用に向けて、本制度の解説や促進計画の策

定等の手順、関連する参考情報を提供するものです。 

 

本ガイドラインの構成                                  

 本ガイドラインは、本制度の活用を検討する市町村や特定行政庁等、促進計画作成に関わる主体

に向けて作成したものであり、本制度の概要や促進計画を作成することにより適用される措置等

を説明する『解説編』、本制度を活用する際の促進計画の具体的な作成手順等を説明する『実務編』、

書面のひな形等を記載した『附属資料』および『参考情報』で構成されています。 

 なお、巻末の『参考情報』では、地方公共団体における再エネ利用設備の導入促進に関する先行

事例等を紹介していますので、再生可能エネルギー等の普及促進に向けた取組の参考として広く

活用いただくことも可能です。 

 

編 各編の使い方（想定される読み手のニーズ） 

解説編 ・制度の概要を知りたい 

・「促進計画」とはどのようなものか知りたい。 

・制度を活用することによるメリット（適用される措置）を知りたい。 

・説明義務制度、特例許可制度の概要について知りたい。 

実務編 ・制度の活用に向けた、全体の流れを知りたい。 

・促進計画作成の具体的な手順・検討内容を知りたい。 

・説明義務制度・特例許可制度の施行に向けて、事前に検討すべき事項

について知りたい。 

附属資料 ・説明義務制度に関連する文書（説明に用いる書面、リーフレット）の

ひな形が知りたい。 

参考情報 ・根拠条文を確認したい。 

・再エネ利用設備導入に関する先行自治体の事例を知りたい。 
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１．建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度とは 

１－１．建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の趣旨・全体像 

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度創設の目的とその概要 

 再エネ促進区域制度は、令和４年６月に公布された「脱炭素社会の実現に資するための建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」による改正後の「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成 27 年法律第 53 号）」（以下では、「改正建

築物省エネ法」といいます。）に新たに定められる制度です。本制度では、建築物への再生可能

エネルギー利用設備の設置の促進に関する計画（以下では、「促進計画」といいます。）を定め

ることにより、促進計画において定めた建築物再生可能エネルギー利用促進区域（以下では、

「促進区域」といいます。）内において、再生可能エネルギー利用設備（以下では、「再エネ利

用設備」といいます。）の設置促進につながる措置を講じることが可能となります（改正建築物

省エネ法「第７章 建築物再生可能エネルギー利用促進区域における措置等」）。 

 2050 年カーボンニュートラル、2030 年度温室効果ガス 46％削減（2013 年度比）の実現に向

けて、最終エネルギー消費の約３割を占める建築物分野において、省エネ対策のみならず、再

生可能エネルギーの利用拡大が求められています。エネルギー基本計画（令和３年 10 月閣議

決定）等においては、「2030 年において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置されるこ

とを目指す」とされています。 

 太陽光発電設備等の再エネ利用設備の効率性は、その建築物が立地する地域の気候条件や周辺

の地形・土地利用等の条件に大きく影響されることから、地域の実情を踏まえた再エネ利用設

備の導入を促進することを目的に、本制度を制定することとされました。 

 

本制度の実施主体 

 本制度における促進計画の作成等は、改正建築物省エネ法上、市町村が行うこととされていま

す。特別区もこれに含まれます。 

 なお、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）に規定される事務委託の制度を活用し、市町村か

ら委託を受けた都道府県が促進計画の策定等の事務を実施することは可能です。（詳細は

Column2 を参照） 

 

 
図 1-1 再エネ促進区域制度のイメージ 
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促進区域内に適用される措置 

 促進計画を作成すると、促進区域内で以下の措置が適用されます。 

 【市町村の努力義務】市町村には、促進区域内の建築物への再エネ利用設備設置を促進す

るため、建築主に対して、再エネ利用設備の設置について、情報提供や助言、その他の設

置の動機付けとなる支援に努めることが求められます。 

 【建築主の努力義務】促進区域内で建築物の建築を行う建築主は、建築物への再エネ利用

設備の設置に努めることが求められます。 

 【建築士の説明義務】建築士には、促進区域内において、市町村の条例で定める用途・規

模の建築物について設計の委託を受けた場合には、建築主から説明を要しない旨の意思の

表明があった場合を除いて、当該建築物へ設置することができる再エネ利用設備に係る一

定の事項について、建築主に対する説明義務が課せられます。 

 （期待される効果）建築士から説明を受けることにより、建築主の行動変容（例：

元々再エネ利用設備を設置するつもりでなかったが、建築士からの説明を受けたこと

により、設置することになった等）が期待されます。 

 【促進計画に適合して再エネ利用設備を設置する建築物についての形態規制の特例許可】

促進区域内では、促進計画に定める特例適用要件に適合する建築物について、建築基準法

（昭和 25 年法律第 201 号）の特例対象規定（建築基準法第 52 条第 14 項（容積率）、第

53 条第５項（建蔽率）、第 55 条第３項（第一種低層住居専用地域等内における建築物の高

さ）及び第 58 条第２項（高度地区内における建築物の高さ）の規定をいいます。以下同

じ。）の特例許可の対象となります。 

 （期待される効果）形態規制の制約により再エネ利用設備の設置を断念・あるいは設

置規模を縮小していた建築物について、再エネ利用設備を設置しやすくなります。 

 

 

 
図 1-2 特例対象規定の適用例 
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対象となる再エネ利用設備の種類 

 本制度が対象とする再エネ利用設備は、改正建築物省エネ法第 67 条の２第１項において、「再

生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号）第 2 条第

2 項に規定する再生可能エネルギー発電設備その他の再生可能エネルギー源（太陽光、風力そ

の他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用することができると認めら

れるものをいう。）の利用に資する設備として国土交通省令で定めるもの」とされています。 

 法の規定に基づき、本制度施行後の建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規

則（平成 28 年国土交通省令第５号。以下では、「改正建築物省エネ法規則」といいます。）に

おいて、表１－１のとおり、再エネ利用設備を定めています。具体的には、太陽光発電設備・

太陽熱利用設備・バイオマス熱利用設備・地中熱利用設備等が該当します。 

表 1-1 省令に定める再エネ利用設備 

次に掲げる再生可能エネルギー源を電気に

変換する設備及びその附属設備 

太陽光 

風力 

水力 

地熱 

バイオマス 

次に掲げる再生可能エネルギー源を熱源と

する熱を利用するための設備 

地熱 

太陽熱 

雪又は氷その他の自然界に存する熱（大気

中の熱及び前出の地熱・太陽熱を除く） 

バイオマス 

 

 各促進区域において設置を促進する再エネ利用設備の種類（前述の促進区域内で適用され

る措置対象となるもの）は、市町村が各区域の実情を踏まえて、改正建築物省エネ法規則で

定める設備の中から選択して、促進計画で定めることとなります。 

 

図 1-3 再エネ利用設備の例 
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本制度の対象となる再エネ利用設備の設置場所 

 本制度では、建築物に設置する再エネ利用設備を対象とします。「建築物に設置する」の考え方

としては、建築物に構造上設置されているもののほか、建築物の敷地内に設置され、設備系統

が建築物と接続されているものを含みます。 

 

 

図 1-4 本制度で対象となる再エネ利用設備（例：太陽光発電設備）の設置イメージ 
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【Column１ 改正地球温暖化対策推進法上の地域脱炭素化促進事業の対象となる区域】 

 再エネ促進区域制度と同じく、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号。

以下では、「温対法」といいます。）に基づく施策によっても、建築物への再生可能エネルギーの

導入拡大が図られることが想定されます。市町村において、温対法に基づく施策等との連携を行

うことにより、効果的・効率的に本制度の運用を図ることが可能と考えられるため、本コラムに

おいて具体的に解説します。 

１．温対法に基づく施策等 

（１）温対法に基づく地方公共団体実行計画・地域脱炭素化促進事業の促進区域 

 都道府県、指定都市及び中核市は、温対法第 21 条第 3 項の規定に基づき、区域の自

然的社会的条件に応じて、地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定することが義

務付けられています。また、同条第 4 項において、その他の市町村についても、同計

画を策定するよう努めることが求められています。 

 さらに、同条第 5 項において、これらの市町村は、同計画を策定する場合、地域脱炭

素化促進事業の促進に関する事項として、「地域脱炭素化促進事業の対象となる区域」

（以下では、「温対法上の促進区域」といいます。）等を定めるよう努めることとされ

ています。 

 地域脱炭素化促進事業に関する制度は、市町村が定めた温対法上の促進区域内で、発

電事業者等が提出した「地域脱炭素化促進事業の実施に関する計画」が市町村に認定

された場合、手続き面での特例等を認めるものです。 

 

（２）脱炭素先行地域 

 脱炭素先行地域とは、2050 年カーボンニュートラルに向けて、民生部門（家庭部門

及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や

熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、我が国全体の 2030 

年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域です。「地域脱炭素ロード

マップ」（令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議取りまとめ）の中で、地域脱炭素

を実現するための取組として位置付けられました。 

 脱炭素先行地域は、地方公共団体（市区町村及び都道府県）及び共同提案者となる民

間事業者等からの応募をもとに、環境省により選定されます。合計で 100 か所以上の

選定を予定しており、2023 年 6 月末時点（第３回脱炭素先行地域募集まで）では 62

か所が選定されています。 

 

２．再エネ促進区域制度との連携について 

（１）促進計画作成の体制構築について 

 促進計画の作成にあたっては、建築行政を担当する部局と、地球温暖化対策の観点

から再生可能エネルギーの導入促進を担当する部局との連携が図られることが望ま

しいことから、地方公共団体実行計画の策定時等の体制を活用することは有効と考

えられます。  
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（２）建築物への設置を促進する再エネ利用設備の種類の検討について 

 地方公共団体実行計画の策定等にあたっての検討時に、地域の再生可能エネルギー導

入のポテンシャル（以下では、「再エネポテンシャル」といいます。）や現状の再生可

能エネルギーの導入量を把握している場合は、当該データを活用することで検討を効

率的に進めることが可能と考えられます。 

 

（３）促進計画における建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域の検討につい

て 

 地方公共団体実行計画において温対法上の促進区域が定められている場合は、当該区

域を参考にすることで、建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域につ

いて効率的に検討を進めることができると考えられます。 

 温対法上の促進区域の主な設定方法としては、４種類（広域的ゾーニング型、地区・

街区指定型、公有地・公共施設活用型、事業提案型）が想定されています。 

 このうち、特に「地区・街区指定型」（注：スマートコミュニティの形成や PPA 普及啓発

を行う地区・街区のように、再エネ利用の普及啓発や補助事業を市町村の施策として重点的に行

うエリアを促進区域として設定）により設定された区域は、建築物再生可能エネルギー

利用促進区域の設定において活用できる可能性が高いと考えられます。 

 一方で、建築物再生可能エネルギー利用促進区域と、温対法上の促進区域では、以下

のような違いがあるため、留意する必要があります。 

 建築物再生可能エネルギー利用促進区域では建築物に設置する太陽光発電設備等

のみが対象ですが、温対法上の促進区域では野立ての太陽光発電設備等が対象に

含まれます。 

 建築物再生可能エネルギー利用促進区域として設定できないエリアは法令上定め

がありませんが、温対法上の促進区域については、環境省令や都道府県の定める環

境配慮基準に基づくエリアには設定できないこととされています。なお、温対法上

の促進区域の設定にあたっては、都道府県の定める環境配慮基準に従うこととさ

れており、生態系への影響や防災面なども考慮されています。 

 

（４）地域の合意形成について 

 建築物再生可能エネルギー利用促進区域の設定にあたっては、当該区域における再エ

ネポテンシャルや関連規制の有無等に加えて、地域の合意形成のしやすさに留意する

必要があります。 

 この点、温対法上の促進区域や脱炭素先行地域のような取組が進められている場合は、

再エネ導入に対する気運が一定程度醸成されており、地域住民からの理解も得られや

すいと考えられるため、優先的・先行的な取組が可能なエリアとして考えられます。 

 

＜参考 URL＞ 

環境省 地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト (env.go.jp) 

脱炭素先行地域 - 脱炭素地域づくり支援サイト｜環境省 (env.go.jp)  

 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/index.html
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/
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１－２．建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度に基づく「促進計画」 

促進計画の概要 

 市町村は、促進計画を作成することで、再エネ促進区域制度を活用することができます。 

 促進計画には、促進区域の位置及び区域や促進区域において建築物への設置を促進する再エネ

利用設備の種類に関する事項等を定めます。また、促進計画を作成するときは、あらかじめ促

進区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるほか、促進区域内の建築物につ

いて特例対象規定による許可の権限を有する特定行政庁との協議を行うことが義務付けられて

います。 

 

促進計画に定める事項 

 改正建築物省エネ法第 67 条の２第２項において、市町村は、促進計画に以下の事項を定める

こととされています。 

 ① 促進区域の位置及び区域（以下では、「位置及び区域」といいます。） 

 ② 促進区域内において建築物への設置を促進する再エネ利用設備の種類 

 ③ 促進区域内において再エネ利用設備を設置する建築物について建築基準法の特例許可

の適用を受けるための要件（以下では、「特例適用要件」といいます。）に関する事項 

 ④ ①～③のほか、任意の記載事項ではありますが、促進区域における再エネ利用設備の

導入促進を図る観点から、市町村は、再エネ利用設備の設置に関する啓発及び知識の普及

に関する事項その他必要な事項について定めるよう努めることとされています（改正建築

物省エネ法第 67 条の２第３項）。  
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 ①促進区域の位置及び区域 

考慮すべき諸条件を踏まえて本制度の対象とする区域を設定します。再エネポテンシャル等を

踏まえ、当該市町村の一部区域または全域を対象とします（具体的な検討手順は「2-3-3. 促進

区域の「位置及び区域」の検討」を参照）。 

 
 

図 1-5 促進区域設定のイメージ 

 

 ②再エネ利用設備の種類 

再生可能エネルギーの導入に関する市町村の目標・方針やポテンシャル等を考慮の上、改正建

築物省エネ法規則で定める再エネ利用設備の種類の中から、本制度によりその設置を促進する

再エネ利用設備の種類（太陽光発電・太陽熱利用・地中熱利用・バイオマス発電・風力発電・

水力発電等）を選択します（具体的な検討手順は「2-3-2. 「再エネ利用設備の種類」の検討」

を参照）。 

 ③特例対象規定の適用を受けるための要件に関する事項 

再エネ利用設備を設置する建築物について特例適用要件を定めます。これにより、促進計画に

即して再エネ利用設備を設置する場合、特例対象規定を適用することができます。なお、促進

計画に定めようとする特例適用要件（制度については、「１－３．建築物再生可能エネルギー利

用促進区域内で適用される措置」を参照）については、事前に特定行政庁との協議を行うこと

が義務付けられています（具体的な検討手順は「2-3-4. 特例適用要件の検討、特定行政庁との

調整・協議」を参照）。 

 ④その他促進区域内における建築物への再エネ利用設備設置の促進に関し必要な事項 

再エネ利用設備の導入促進を図る上では、本制度の趣旨や本制度が与える効果・影響、市町村

内における再エネ利用設備の導入状況等についての周知を行い、正しい理解の醸成を図ること

が必要となりますので、導入促進に向けた市町村の取組方針として、建築物への再エネ利用設

備の設置に関する啓発及び知識の普及に関する事項や、その他促進区域内における建築物への

再エネ利用設備設置の促進に関し必要な事項を定めるよう努めることが求められます（具体的

な検討手順は「2-3-6. 啓発及び普及に関する事項」を参照）。 
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１－３．建築物再生可能エネルギー利用促進区域内で適用される措置 

 市町村が促進計画を作成し、促進区域の位置及び区域や、設置を促進する再エネ利用設備の種

類、再エネ利用設備を設ける場合の特例適用要件に関する事項等を定めると、当該促進区域

は、建築士による説明義務制度や、形態規制の合理化のための特例許可等の対象となります

（表 1-2）。 

表 1-2 促進区域内で適用される措置の一覧 

改正建築物省エネ

法の条番号 
促進区域内で適用される措置 

第 67 条の３ 市町村の努力義務（建築主等への支援） 

第 67 条の 4 建築主の努力義務（再エネ利用設備の設置） 

第 67 条の 5 建築物に設置することができる再エネ利用設備に係る建築士の説明義務 

第 67 条の 6 建築基準法の特例許可 

 

以下、促進区域内での措置についてその概要を示します。 

（１）市町村の努力義務（建築主等への支援） 

 再エネ促進区域制度においては、建築物への再エネ利用設備の設置に関して、建築主に対する

努力義務（改正建築物省エネ法第 67 条の４）や建築士に対する説明義務（同法第 67 条の５）

が併せて規定されています。 

 改正建築物省エネ法第 67 条の３の規定に基づき、計画作成市町村は、建築主や建築士がこれ

らの義務を適切に履行することができるよう、促進区域内の建築物の建築主等に対して、情報

提供、助言その他の必要な支援を行うよう努めなければならないこととされています。 

 計画作成市町村からの支援の例として、再エネ利用設備の設置に関する基本的な情報や留意

点、支援制度等の情報提供、再エネ利用設備の設置に必要な費用の一部を補助すること等が挙

げられます。（「2-3-6. 啓発及び普及に関する事項」を参照） 

（２）建築主の努力義務（再エネ利用設備の設置） 

 改正建築物省エネ法第 67 条の４の規定に基づき、促進区域内において建築物の建築又は修繕

等（建築物の修繕若しくは模様替、建築物への空気調和設備等の設置又は建築物に設けた空気

調和設備等の改修をいう。）を行おうとする建築主は、再エネ利用設備を設置するよう努めなけ

ればならないこととされています。 
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（３）建築士から建築主への説明義務 

 建築士は、改正建築物省エネ法第 67 条の 5 の規定に基づき、促進区域内において市町村の条

例で定める用途・規模の建築物について設計の委託を受けた場合には、建築物へ設置すること

ができる再エネ利用設備について改正建築物省エネ法規則で定める事項を、建築主に対して説

明しなければならないこととされています。 

説明の内容 

 改正建築物省エネ法第 67 条の５第１項において国土交通省令で定めることとされている説明

事項は、改正建築物省エネ法規則において、設計に係る建築物に設置することができる再エネ

利用設備の「設備の種類（例：太陽光発電設備）」及び「設備の規模（例：太陽光発電設備のシ

ステム容量（単位：キロワット））」とされています（表１－３）。 

 上記の説明事項に加え、設備導入の意義やメリット、設置により生じる費用等について、建築

主が建築士から情報提供を受けることにより、設備の設置が促進されると考えられます。これ

らの事項については、説明に係る建築士の負担等を考慮して予め市町村が一般的な情報を元に

情報提供用のリーフレットを作成・提供することとしています。 

 市町村が作成する情報提供用のリーフレットについては、ひな形を「３－１．説明義務制度に

用いるリーフレットのひな形」に掲載しています。 

表 1-3 リーフレットに記載する項目  

説明項目 
各項目の内容例 

大項目 小項目 

設備導入の意義 
再生可能エネルギー拡大の 

必要性 

 設備設置に努める必要性や、果たすことができる社会

的役割は何か 

設備の概要 代表的な設備の種類  設備の種類は何があるか 

設備設置のメリ

ット 
設備設置のメリット 

 設備の設置により、得られるメリットは何か 

 （CO2削減・省エネルギーへの貢献、光熱費の削減、

災害時のレジリエンスの向上等） 

支援制度 
設備設置にあたり 

活用可能な補助制度 

 設備の設置や運用時に活用可能な補助制度の情報（申

請先等） 

設置する設備 

設備の特徴 
 当該建築物に設置する設備の特徴は何か 

想定される創エネルギー量

[kWh] 

 設備を設置した際に得られるエネルギー量はどの程度

か 

設備の関連情報 

設備の設置により生じる 

費用に関する事項 

 設備の設置・運用保守・廃棄において金銭負担は発生

するか、発生する場合はどの程度か 

設備の維持管理に関する事

項 

 設備を適切に運用・保守するための点検頻度 

設備の廃棄に関する事項 
 設備の耐用年数や廃棄の際の手続き 

 

 なお、「設置することができる再エネ利用設備」に該当がない場合には、その理由を建築主に説

明することが考えられます。 

 設置可能な設備がない場合として考えられる理由の例： 

・屋根形状など建築物の構造上・計画上の制約等により設置できない 

・当該建築物において、利用可能な再生可能エネルギー源が存在しない。 

・法令等の規制により対象設備を設置することができない 等  
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説明の方法とタイミング 

 建築士が説明書面を作成し、建築主に交付した上で説明します（資料の作成及び説明は、電磁

的方法によることも可能です）。説明書面の参考様式については、「３－２．説明義務制度に用

いる説明書の参考様式」に掲載しています。 

 建築士からの説明は大きく下記の STEP1、STEP2 の二つに分類されます。それぞれ別のタイ

ミングで行う場合と、同時に行う場合が考えられますが、いずれの場合も着工までに説明する

こととしています。 

 STEP1：本制度に関する情報提供を行い、設置する再エネ利用設備に関する説明の要否に

ついて建築主に確認するとともに、設計に係る建築物への再エネ利用設備の設置に関する

建築主の意向を確認する。 

 STEP2：当該建築物に設置する再エネ利用設備の種類及び規模について説明する（※

STEP1 で建築主から説明不要の意思表示があった場合、STEP2 は実施しない）。 

 STEP1、2 を実施するタイミングの例を以下に示します。これらは建築士が自身の設計業務の

進め方を踏まえ柔軟に対応することが可能であり、必ずしもこれに限るものではありません。 

 なお、再エネ利用設備に関する詳細な説明を行う場合、資料作成や説明にあたり、必要に応じ

て、当該建築物の設備の設計に関与する建築設備士等に協力を求めることが考えられます。 

 

 
図 1-6 建築士等からの説明のタイミングのイメージ又は例 
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小規模建築物の説明義務制度との関係 

 現行の建築物省エネ法では、300 ㎡未満の小規模建築物の新築等に係る設計の際に、省エネ基

準への適合性等について、建築士から建築主に書面で説明を行うことが義務付けられていま

す。この制度は、省エネ基準への適合義務化に伴い、令和 7 年 4 月（予定）に廃止（説明努力

義務に移行）予定です。 

 令和 6 年 4 月～令和 7 年 4 月（予定）の間は、小規模建築物の説明義務制度と、再エネ促進区

域制度に基づく説明義務制度の両方が課される可能性があります。 

 その場合、両制度に基づく説明を同じタイミングで実施することが考えられます。（下図は説明

タイミングの例） 

 令和 7 年 4 月（予定）以降は、小規模建築物の説明義務制度は努力義務に移行しますが、以降

も省エネ性能に関する説明と再エネ利用設備に関する説明を同じタイミングで実施することが

想定されます。 

 

図 1-7 省エネに関する説明と同時に行う場合の例 

 

説明義務対象の用途・規模を定める条例 

 促進計画の作成・公表と併せて、説明義務の対象となる建築物の用途・規模を市町村の条例で

定める必要があります。条例で定めていない場合、促進区域内であっても説明義務制度が効力

を生じないこととなるので、促進計画の検討と並行して条例に定める内容を検討する必要があ

ります。（「2-4-3. 説明義務対象の条例化」を参照） 
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（４）特例許可制度 

 特例許可制度とは、促進区域において、市町村が促進計画に定めた特例適用要件に適合する建

築物であれば、太陽光パネルなど再エネ利用設備の設置により、容積率制限、建蔽率制限、高

さ制限を超える場合であっても、特定行政庁の許可を受けることにより特例的にその制限を超

えることが可能となる制度です。 

 特定行政庁は、改正建築物省エネ法第 67 条の６の規定に基づき、促進区域内の建築物につい

て、市町村が促進計画に定めた特例適用要件を満たしていることが確認できるときは、建築基

準法の特例の対象となり許可することができます。ただし、市街地の環境を害するおそれがあ

る場合などは、その限りではありません。 

 

＜容積率関係（建築基準法第 52 条）＞ 

 

 

図 1-8 容積率制限のイメージ 

 

＜建蔽率関係（建築基準法第 53 条）＞ 

 

 

図 1-9 建蔽率制限のイメージ 
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＜高さ制限関係（建築基準法第 55 条・第 58 条）＞ 

 

 

図 1-10 第一種低層住居専用地域等内における高さ（絶対高さ）制限のイメージ 

 

 

 

図 1-11 高度地区による高さ制限のイメージ 

 

 

 

（参考）建築基準法と建築物省エネ法の特例許可制度の比較 

 令和４年の改正により、建築基準法においても、構造上やむを得ない建築物に対する形態規

制の特例許可制度が創設されました。建築基準法による特例許可制度は、構造上やむを得な

い建築物に限定しているため、既存建築物に太陽光パネルを設置するものなどを許可の対

象としています。一方、建築物省エネ法の特例許可制度については、屋外の駐車スペースの

上部を活用することにより、構造上やむを得ないとは言えない場合についても、再エネ利用

設備の設置促進の観点から対象とすべき建築物や新築建築物などに適用されることも想定

しています。（次項表参照） 
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表 1-4 建築基準法と建築物省エネ法の特例許可制度の比較 

 

 

（参考）その他の建築基準法の規定との関係 

 建築基準法では、上記の他にも、再エネ利用可能設備を設置する場合に活用可能な取扱いや

特例措置があります。例えば、 

＜容積率関係＞ 

・太陽光発電設備の架台下の空間については、一定の条件を満たせば（容積率算定の基礎と

なる）床面積に算入されない場合がある。（「床面積の算定方法について（昭和 61 年４月

30 日住指発第 115 号）」、「建築物の屋上に太陽電池発電設備を設置する際の建築基準法の

取扱いについて（令和 5 年 3 月 13 日国住指第 473 号）」） 

・自動車車庫等部分の床面積は１/５までは延べ面積に算入されない。（建築基準法施行令第

２条第１項第四号） 

＜建蔽率関係＞ 

・高い開放性を有する構造の建築物又はその部分については、端から１ｍの部分について

は、（建蔽率算定の基礎となる）建築面積に算入されない。（建築基準法施行令第１項第二

号） 

 市町村が特例適用要件を設定する際や、建築主が特例許可を申請しようとする際には、前述

の取扱いや特例措置の活用可能性について、まず検討しておくことが望ましい。 

 また、再エネ利用促進区域における特例許可制度は、あくまでも、特例対象規定（建築基準

法第 52 条、第 53 条、第 55 条及び第 58 条）に限った措置です。再エネ利用設備を設置す

ることにより、用途規制（同法第 48 条）などこれら以外の規定がネックとなる場合も想定

されるため、市町村が特例適用要件を設定する際や、建築主が特例許可を申請しようとする

際には、注意が必要です。 
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実務編 
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２．建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の活用に係る手順 

２－１．制度の活用に向けた全体の流れ 

 図 2-1 に、本制度の活用に向けた全体の流れを示します。本制度を活用する市町村において

は、促進計画の作成等を行うにあたって、法令上定められた手続きのほか、促進計画への記載

事項に係る検討や調整等を必要に応じて行うこととなります。 

  

図 2-1 本制度を活用する市町村の全体業務フロー 
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 2-2 計画作成に向けた事前準備においては、まず計画作成に係る検討体制の構築を行います。

さらに、当該市町村における再エネポテンシャル・導入状況の把握、土地利用規制・建築行為

の制限等の把握、再エネ導入促進に係る地域の意向把握を行います。 

 2-3 計画案の検討・作成においては、計画の記載事項である「再エネ利用設備の種類」と「促

進区域の位置及び区域」の検討を行います。また、形態規制の特例許可の対象とする要件（特

例適用要件）の検討及び特定行政庁との調整・協議、建築士の説明義務制度の対象建築物の検

討、建築主等に対する支援措置の検討を行い、これらを計画案にとりまとめます。 

 2-4 計画の公表に向けた手続きにおいては、計画案について、地域住民の意見聴取・得られた

意見の反映を検討します。その結果を踏まえ、促進計画の公表を行います。さらに、本制度の

施行に向けた手続きとして、建築士の説明義務制度の対象となる建築物の用途・規模について

条例の制定が必要となります。 

 2-5 制度の施行に向けた準備等においては、制度の施行に向けて、地域住民や関係事業者等に

対して促進計画及び条例について周知を行います。制度の施行後は、施行状況のフォローアッ

プを実施します。 
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２－２．計画作成に向けた準備 

2-2-1. 検討体制の構築 

 促進計画の作成を行う市町村は、事前に必要な体制を構築し、関係部署間での連携・調整方法

を確認しておくことが重要です。ここでは、その具体的な手順や留意点等を解説します。 

 なお、複数市町村による共同作成のほか、都道府県を含む他の地方公共団体に促進計画の作成

に係る事務を委託することも可能となっています。（Column2 を参照） 

手順１. 既存の実施体制の確認 

 当該市町村において、これまでに再生可能エネルギーの導入促進や地球温暖化対策等を検討し

た際の体制で、促進計画の検討に活用できるものがあるか確認します。特に、温対法に基づく

地方公共団体実行計画や促進区域を設定している場合、当該区域設定時の体制を活用すること

が有効と考えられます。 

 

手順 2. 体制構築パターンの検討 

 手順１の結果、既に構築している検討体制を活用することができる場合は、円滑に検討に着手

することができるとともに、既往の検討結果を活用できると考えられます。 

 新たに検討体制を構築する場合は、市町村の状況に合わせて、適切な体制を構築する必要があ

ります。促進計画の作成は複数の部局に関係する業務であることから、建築行政担当部局や環

境行政担当部局など、建築物分野への再生可能エネルギーの導入促進に関わる部局間が継続的

に連携可能な体制を構築することにより、効果的・効率的に計画の作成等を行うことができる

と考えられます。 

 

図 2-2 想定される庁内体制 
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表 2-1 先進自治体での構築体制 

自治体 制度名 

体制の種類 

（図 2-2 に

対応） 

体制構築のポイント 

長野県 
自然エネルギー導入検

討制度 
A 

 主体は建築部局だが、

環境部局との連携は必須。横串の組織（推進本部）はあるが

、詳細の検討は各部局が担っている。  

京都市 建築士の説明義務制度 A 
 環境部局が事務局案等の作成など主導的な役割を担い、府の

環境部局との協議や、建築部局との調整を行っている。  

群馬県 

建築物への再生可能エ

ネルギー発電設備等の

導入など、再エネの導

入促進に係る条例案 

B（→A） 

 従来は、都度招集をかけて他部局の意見を聞いていたが、将

来的には再エネ関連を検討する横断型での組織が設けられる

予定。 

東京都 

太陽光発電設備の設置

等義務制度 

（令和４年12月成立） 

A、B 
 気候変動対策や太陽光発電の設置義務制度は環境部局

が主導。建築・都市関連の部分は、担当部局と連携。 

横浜市 

再生可能エネルギー導

入検討報告制度及び再

生可能エネルギーの導

入に関する説明制度（

予定） 

B 

 温暖化対策統括本部、建築局及び環境創造局の３局で協同し

検討を行っている。 

 計画作成の実務は建築局が実施。 

（出所）自治体へのヒアリング結果より 

 

 

 なお、促進計画の作成時には、都道府県と市町村間で決定事項の共有、制度に係る相談等の連

携・協力を行うことが有効です。 
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【Column２ 促進計画の作成主体について（地方公共団体間の連携・協力等）】 

 本制度における促進計画の作成に係る事務は、改正建築物省エネ法第 67 条の 2 の規定によ

り、市町村（特別区も含む）が行うこととされていますが、次のような場合も想定されます。 

（１）都道府県への事務の委託について 

 改正建築物省エネ法第 67 条の２に基づく促進計画の作成に係る事務については、地

方自治法第 252 条の 14 第 1 項の規定により、市町村から都道府県に委託することが

可能です。この場合、市町村から委託を受けた都道府県が促進計画の作成に係る事務

を実施することとなります。 

 地方自治法第 252 条の 14 第 1 項において、「普通地方公共団体は、協議により規

約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、他の普通地方公共団体に委託して、

当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員をして管理し及び

執行させることができる。」とされています。 

 改正建築物省エネ法第 67 条の５第１項において、促進区域における建築士の説明義

務の対象となる建築物の用途・規模は、市町村の条例で定めることとされていますが、

地方自治法第 252 条の 14 第１項の規定による事務の委託があった場合には、同法第

252 条の 16 の規定により、別に規約で定めをするものを除くほか、当該事務に関す

る受託団体の条例が、委託団体の条例としての効力を有することとなります。 

 このように、市町村から都道府県に促進計画の作成に係る事務等の委託が想定される

例としては、複数の市町村の区域にまたがる促進区域の設定を検討する場合や、複数

の市町村において本制度の活用の意向があるものの、体制面等の課題から事務の実施

が困難な場合に、これらの複数の市町村を都道府県が支援する意向があるとき等が考

えられます。 

 市町村から都道府県に事務を委託する際に締結することが必要となる規約のひな形

については、「2-2-1. 検討体制の構築」の「事務の委託に関する規約のひな形（市町

村から都道府県に委託する場合）」を参照ください。 

 

（２）複数の市町村による促進計画の共同作成について 

 促進計画は、複数の市町村が共同で作成を行うことも可能です。 

 

（３）その他 

 上記のほか、市町村における円滑な促進計画の作成を支援するため、以下のような地

方公共団体間での連携が考えられます。 

 市町村における促進計画の作成を支援するため、都道府県における再生可能エネ

ルギーの導入目標・方針等を市町村に対して情報提供する 

 上記の情報を予め反映した促進計画のひな形を、都道府県から市町村に対して提

供する  

 地方公共団体間の連絡調整・情報交換の場を設ける 等  
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事務の委託に関する規約のひな形（市町村から都道府県に委託する場合） 

 市町村から都道府県に促進計画の作成に係る事務を委託する際に締結することが必要となる規

約のひな形を示します（必ずしもこれによる必要はありません）。 

○○市（町村）と○○県との間の建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関

する計画の作成等に関する事務の委託に関する規約 

 

（委託事務の範囲） 

第 1 条 ○○市（町村）（以下「甲」という。）は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律（平成 27 年法律第 53 号）第 67 条の 2 第１項に規定する促進計画の作成及び同

法第 67 条の５第１項に規定する条例の整備に関する次に掲げる事務（以下「促進計画の

作成等に関する事務」という。）の一部（以下「委託事務」という。）を○○県（以下「乙」

という。）に委託する。 

（1）○○に関する事務 

（2）○○に関する事務 

（3）○○に関する事務 … 

（例）上記の記載例（委託事務の内容） 

・促進計画の作成 

・建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の住民の意見を反映させるために必要な

措置 

・建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において再生可能エネルギー利用設備を

設置する建築物について特例対象規定の適用を受けるための要件についての特定行

政庁との協議 

・促進計画の公表 

・建築物再生可能エネルギー利用促進区域における説明義務制度の対象となる建築物

の用途・規模を定める条例の制定 

 

（経費の負担及び予算の執行） 

第 2 条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、甲の負担とし、甲は、あらかじめ、これ

を乙に交付するものとする。 

２ 前項の経費の額及び交付の時期は、○○県知事（以下「知事」 という。）が、○○市（町

村）長（以下「市（町村）長」という。）と協議して定める。この場合において、知事は、

あらかじめ、委託事務の管理及び執行に要する経費の見積書及び事業計画書を市（町村）

長に送付しなければならない。 

 

第 3 条 知事は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出については、乙の歳入歳出

予算において、委託事務の管理及び執行に要する経費、甲以外の者から受託した促進計画

の作成等に関する事務に要する経費及び乙の促進計画の作成等に関する事務に要する経

費を合算して計上するものとする。 
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第 4 条 知事は、各年度において、前条の予算のうち委託事務の管理及び執行に要する経

費に残額がある場合においては、これを翌年度における甲の委託事務の管理及び執行に

要する経費として繰り越して使用するものとする。この場合においては、知事は、当該繰

越金の生した理由を付記した計算書を当該年度の出納閉鎖後速やかに市（町村）長に提出

しなければならない。 

 

（決算の場合の措置） 

第５条 知事は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第 6 項の規定により決算

の要領を公表したときは、同時に当該決算の委託事務に関する部分を市（町村）長に通知

するものとする。 

 

（委託事務を廃止する場合の措置） 

第６条 委託事務を廃止する場合においては、当該委託事務の管理及び執行に係る収支は、

廃止の日をもってこれを打ち切り、知事がこれを決算する。この場合において、決算に伴

って生ずる剰余金は、速やかに甲に還付しなければならない。 

 

（条例等改正の場合の措置） 

第 7 条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例等の全部又は一部を変更し

ようとする場合においては、知事は、あらかじめ、市（町村） 長に通知しなければなら

ない。 

 

第 8 条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例等の全部又は一部が改正さ

れた場合においては、知事は、直ちに当該条例等を市（町村）長に通知しなければならな

い。 

 

（雜則） 

第 9 条 本規約に定めのない事項又は本規約に定める事項に関し疑義が生したときは、甲

乙協議して定めるものとする。 

 

附 則 

この規約は、令和○年○月○日から施行する。 
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2-2-2. 当該市町村の再エネポテンシャル・導入状況等の把握 

 本制度の活用に向けた検討を進めるにあたっては、当該市町村における建築物への再エネ利用

設備の設置に係る現状や、制度の活用により期待される促進効果について、一定の見通しをも

って取り組むことが必要と考えられます。これらは、計画策定・公表に向けた過程において、

地域の関係者等への説明等を行うことも想定されます。 

 このため、検討にあたっての基礎データとして、当該市町村の行政区域内における再生可能エ

ネルギーの導入ポテンシャル（地域に賦存し、そのうち利用可能性が高い再生可能エネルギー

の量。以下「再エネポテンシャル」といいます。）や現状の導入量を把握する必要があります。 

 なお、既に再エネポテンシャルや現状の再生可能エネルギーの導入量を把握している場合

（例えば、温対法上の地方公共団体実行計画や促進区域の検討時に再エネポテンシャルを

調査している場合）には、これらを活用することが可能です。 

 市町村における再エネポテンシャルと導入量を簡易に把握する方法としては、環境省が公開し

ている「自治体排出量カルテ」の活用が挙げられます。「自治体排出量カルテ」においては、地

方公共団体ごとに推計された再エネポテンシャルや、FIT 制度の活用実績に基づく導入量など

がまとめられています。 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html 

 

 

図 2-3 自治体排出量カルテ（例：茨城県つくば市）  

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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 また、環境省の公開している再生可能エネルギー情報システム（REPOS（リーポス））では、

地図上に再エネポテンシャルが表示されているため、市町村の行政区域のうち、特定のエリア

のポテンシャルを確認することが可能です。（詳細は「４－２．再エネポテンシャル等の把握方

法」を参照） 

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/ 

 

図 2-4 REPOS（例：茨城県つくば市、太陽光（建築系）のポテンシャルを表示） 

表 2-2 REPOS において確認できる再エネポテンシャルの例 

 

導入ポテンシャル 

（賦存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土地の傾斜、法規制、土地利

用、居住地からの距離等）により利用できないものを除いたエネルギー資源量） 

太陽光 

（建物系） 

 GIS情報を基に集計した建物ポリゴン面積に、戸建住宅等／戸建て住宅等以外ごとに設定された設置

係数を乗じて設置可能面積を算出し、導入ポテンシャルを推計している。 

 都道府県別、市町村別、施設カテゴリー別（官公庁、病院、学校、戸建住宅等、集合住宅、工場・倉

庫、その他建物、鉄道駅）の推計結果がまとめられている。 

太陽熱  太陽光と同じ住宅地図データを用いて建物区分ごとに設置係数（有識者ヒアリング結果等から設定）

を設定し、500mメッシュ単位の太陽熱の利用可能熱量と給湯熱需要量を算出・比較し、より小さい

推計結果を採用している。 

 都道府県別、電力供給エリア別の推計結果がまとめられている。 

地中熱  太陽光と同じ住宅地図データ（データがない地方部は人口メッシュデータと面積の相関関係で算出）

を用いて採熱可能面積や地質ごとの採熱率等を設定し、500mメッシュ単位の地中熱利用の利用可能

熱量と冷暖房熱需要量を算出・比較し、より小さい推計結果を採用している。 

 都道府県別の推計結果がまとめられている（地図データ及び市町村別のCSVデータあり）。 

 

 

 上記以外の方法では、特定の範囲（特に日射量の多いエリア等）を対象に、地図情報や航空写

真、GIS や３D モデル等を用いて、地形や建築物の周辺環境の影響を考慮した、より精緻なポ

テンシャルを推定することも考えられますが、実施には一定の期間や費用を要するため、求め

る精度や検討スケジュール等を考慮してポテンシャル把握の方法を選択する必要があります。 

 データの入手先や地方公共団体によるポテンシャルマップ等の作成事例等、参考情報について

は「４－２．再エネポテンシャル等の把握方法」をご参照ください。 

  

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/
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2-2-3. 当該市町村における土地利用規制・建築行為の制限等の把握 

 本制度は、建築物への再エネ利用設備の設置の促進を図るものであることから、制度の活用の

検討を進める上では、行政区域において、建築物の建築（新築・増築・改築）や改修（屋根面

の改修工事等）などの建築行為に対し、どのような規制が課せられているかを把握することが

必要と考えられます。 

 

 関係法令等の規制により、建築物への再エネ利用設備の設置促進にあたって、検討・配慮を要

することが考えられる区域（場合によっては、適しない区域となりえる区域）を、以下に例示

します。 

 文化財保護等の観点から、建築物について現状変更の規制（建築・改修工事等を行うこと

ができない）が課せられている区域。 

 例：伝統的建造物群保護地区（文化財保護法）等 

 景観保護等の観点から、建築物の形態・意匠について、一定のルールが課せられている区

域。 

 例：景観地区（景観法）等 

 災害ハザードエリアなど、建築行為そのものが制限されている区域。 

 例：災害危険区域（建築基準法）、土砂災害特別警戒区域（土砂災害防止法）等 

 

2-2-4. 再エネ導入促進に係る地域の意向把握 

 本制度は、地域における住まいやまちなみ、建築主や建築物の建築や設計に関わる事業者・設

計士等に影響を与えるため、本制度の検討にあたっては、再エネ導入に対する地域の意向・意

識の高まりを把握することが必要と考えられます。これは、計画案の作成後に行う地域の関係

者との調整を円滑に進めることにもつながります。 

 その方法として、まず、再エネ導入に対する地域の意向について、過去に既往の調査や意見募

集を行っている場合には、その結果を確認することが考えられます。温対法の地方公共団体実

行計画の策定にあたって、このような調査等が実施されている可能性があります。 

 情報が不足している場合には、例えば、市民に向けては、再エネ導入促進に関する WEB での

意見募集やアンケートの実施、関連団体（建築士会、工務店協会等の建築関係団体）へのヒア

リング・意見交換等により、必要な情報を補うことが考えられます。 

 また、例えば脱炭素先行地域のような地域脱炭素に係る取組が既に進められているエリアは、

既に再エネ導入に対する地域の意向が高まっているエリアとして、地域住民等からの理解が得

られやすく、優先的・先行的に取り組むことが可能なエリアであると考えられます。 
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２－３．計画案の検討・作成 

2-3-1. 促進計画の作成方針 

促進計画の構成 

 促進計画の構成例を、以下に示します。促進計画は、①促進区域の位置及び区域、②設置を促

進する再エネ利用設備の種類、③再エネ利用設備を設ける場合の特例適用要件に関する事項に

より構成されます。さらに、④再エネ利用設備の設置に関する啓発及び知識の普及に関する事

項その他必要な事項を記載することに努めることとされています。 

 以下の構成例では、法の規定に基づく事項のみを記載していますが、「2.2 計画作成に向けた準

備」での実施内容（再エネポテンシャルや導入量、地域の意向把握等）を踏まえ、計画作成の

背景等を適宜追加した構成として差し支えありません。 

 

建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関する計画（構成例） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「建築物省エネ法」という。）

第 67 条の 2 の規定に基づき、「○○市建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促

進に関する計画」を定める。 

 

１．建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域（建築物省エネ法第 67 条の 2 第

2 項第１号） 

○○市では、以下の地域を建築物再生可能エネルギー利用促進区域として定める。 

（例） 

・行政区域全体（ただし、○○条例に基づく○○の範囲は除く） 

 

２．建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において建築物への設置を促進する再生可能

エネルギー利用設備の種類（建築物省エネ法第 67 条の 2 第 2 項第２号） 

○○市では、以下の種類の再生可能エネルギー利用設備を、建築物再生可能エネルギー利用

促進区域内において建築物への設置を促進するものとして定める。 

（例） 

・太陽光発電設備 

・太陽熱利用設備 

 

３．建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において再エネ利用設備を設置する建築物に

ついて建築基準法の特例許可の適用を受けるための要件に関する事項（建築物省エネ法第

67 条の 2 第 2 項第３号） 

○○市では、以下を特例許可の適用を受けるための要件として定める。 

（例） 

・架台に再生可能エネルギー利用設備を設置する場合、架台下の用途は自動車車庫に限定

すること 
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４．建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置に関する啓発及び知識の普及に関する事

項その他必要な事項（建築物省エネ法第 67 条の 2 第 3 項） 

○○市では、建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置に向けて、以下の取組を実施す

る。 

（例） 

・再生可能エネルギー利用設備設置に関する相談窓口の開設 

・再生可能エネルギー利用設備導入に対する支援の実施 

 

 

 

既存の計画等の確認 

 計画作成市町村において、再生可能エネルギーの導入等に関する既存の計画等がある場合、既

存の計画等が定める再生可能エネルギーの導入目標や再エネ利用設備導入促進に向けた施策の

方向性を把握し、これらを考慮した上で本計画を作成します。 

 促進計画の作成に当たっては、温対法第 21 条第３項に基づく地方公共団体実行計画との

整合性に配慮することも必要です。温対法第 21 条第 8 項に、「都道府県及び市町村は、地

球温暖化対策の推進を図るため、都市計画、農業振興地域整備計画その他の温室効果ガス

の排出の量の削減等に関係のある施策について、当該施策の目的の達成との調和を図りつ

つ地方公共団体実行計画と連携して温室効果ガスの排出の量の削減等が行われるよう配意

するものとする。」と規定されています。 

 

計画の策定方法（再エネ導入に係る既存計画がある場合） 

 計画作成市町村において、温対法に基づく地方公共団体実行計画等、建築物への再生可能エネ

ルギーの導入に関する別の計画を定めている場合、当該計画と本制度の促進計画を一体的に策

定することも可能です。 

 その場合、促進計画に記載すべき事項を全て位置付けるとともに、「本計画は建築物省エネ法第

67 条の２第１項の規定に基づく建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関する

計画の効力を有する」旨を明記する必要があります。 
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2-3-2. 「再エネ利用設備の種類」の検討 

 本制度が対象とする主な再エネ利用設備は、改正建築物省エネ法規則において、太陽光発電設

備・太陽熱利用設備・バイオマス熱利用設備・地中熱利用設備等と定められています。（詳細

は、「1-1. 建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の趣旨・全体像」を参照）。 

 計画作成市町村は、これらの再エネ利用設備の中で、設置を促進する設備の種類を促進計画に

定めることとされています。 

表 2-3 省令に定める再エネ利用設備（再掲） 

次に掲げる再生可能エネルギー源を電気に

変換する設備及びその附属設備 

太陽光 

風力 

水力 

地熱 

バイオマス 

次に掲げる再生可能エネルギー源を熱源と

する熱を利用するための設備 

地熱 

太陽熱 

雪又は氷その他の自然界に存する熱（大気

中の熱及び前出の地熱・太陽熱を除く） 

バイオマス 

 

 建築物への再エネ利用設備の設置にあたっては、設備の種類ごとに、建築物が立地する地域の

自然的条件（例えば、地理的要因や気象）や社会的条件（例えば、土地利用の現況や土地利用

規制等の状況）による制約等を受けるため、地域の特性を踏まえて設備の種類を検討する必要

があります。 

 設備の種類の検討にあたって考慮することが必要と考えられる点を、以下に示します。 

 設備の種類に応じた再エネポテンシャルが認められるか。また、現状の導入量に照らし

て、設置促進の可能性が認められるか。 

 説明義務制度や特例許可制度によって、設置促進の可能性が認められるか。建築主や建

築関係の事業者側にニーズがあるか。
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2-3-3. 促進区域の「位置及び区域」の検討 

 計画作成市町村は、再エネ利用設備の導入に適した区域として、行政区域の全体又は一部の区

域を促進区域として定めることができます。行政区域の一部の区域とする場合には、計画にお

いて、その対象区域の範囲を明らかにする必要があります。 

 促進計画において、設置を促進する再エネ利用設備として複数の種類を定める場合は、当該再

エネ利用設備の種類に応じ、地域のポテンシャル等を踏まえて導入に適した区域を設定しま

す。例えば、太陽光発電設備と太陽熱利用設備のようにポテンシャルが同じ場合にはまとめて

区域を設定することも可能です。 

 促進区域では、特例対象規定の適用が可能となるほか、建築主には建築・修繕等を行う建築物

への再エネ利用設備設置の努力義務や、条例で定める規模・用途の建築物を設計する建築士に

は建築物に設置することができる再エネ利用設備について建築主への説明義務が生じます。行

政区域全体を促進区域とした場合は、これらの効力も行政区域全体に生じますので、検討に当

たっては慎重に判断してください。 

 一定の街区を設定する場合、住宅地域（住宅団地等）・商工業地域（商店街、オフィス街、工業

団地等）の単位で設定するほか、一定の範囲（町丁目、河川・道路等により構成される範囲）

に沿って設定することが想定されます。 

 

促進区域の位置及び区域の検討方針 

 促進計画は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する基本的な方針（令和元年国土交通

省告示第 793 号）に基づき作成することとされています。 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する基本的な方針 

 ２．促進計画に定める事項 

 （１）建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域 

 建築物再生可能エネルギー利用促進区域は、市町村の区域の全部又は一部とすることができ

る。 

 市町村において、気候・地勢的な条件による再生可能エネルギー導入のポテンシャル、土地

利用規制等による制約及び当該地域住民の意向等の地域の実情を踏まえ、再生可能エネルギ

ー利用設備の設置の促進が必要と認められる区域について設定することとする。 

 

 基本方針を踏まえ、①再エネ利用設備の設置ポテンシャルが認められるかどうか、②再エネ利

用設備の設置について他法令の規制等により制限・制約されていないかどうか、③再エネ利用

設備の設置促進について地域の理解が得られるかどうか、の３つの観点から、区域の設定につ

いて検討することとし、以下にその考え方を示します。 
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①再エネ利用設備の設置ポテンシャルと区域の設定方法 

 区域の設定にあたっては、当該エリアに再エネポテンシャルが一定程度存在することが前提と

なりますが、どの程度再エネポテンシャルを考慮に入れるべきかは、再エネ利用設備の種類や

導入目標により異なると考えられます。 

 大きく、下記のような考え方があります。手順１．で把握した再エネポテンシャルと現状の導

入量を踏まえ、区域の設定方針を決定します。 

 ①ポテンシャルによりエリアを限定しない 

 ②ポテンシャルが高いエリアのみを設定 

 ③ポテンシャルが小さいところを除外 

 

図 2-5 ポテンシャルによる促進区域の設定イメージ 

 この際、温対法に基づく地方公共団体実行計画等に定められた、建築物分野への再エネ導入の

目標を確認し、目標達成に必要となる再エネ利用設備の導入量を勘案して、区域の設定方針を

検討していくことも考えられます。 

 このほか、気象条件に特徴がある地域（例：多雪地域、塩害地域等）での太陽光発電設備の設

置の促進に関しては、建築構造等に関して留意すべき事項があります。詳しくは、「戸建住宅の

太陽光発電システム設置に関するＱ＆Ａ」をご参照ください。 

https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/report/R04_PVset_qa.pdf 

 

②他法令の規制等と区域の設定方法 

 他法令に基づく制度・規制により、再エネ利用設備の設置が不可もしくは困難なエリアは、促

進区域から除くことが考えられます。具体的には、建築物の屋根等に係る現状変更の規制や景

観の保全等のための規制が課せられている区域、災害ハザードエリア等が必要である区域が挙

げられます（詳細は「2-2-3. 当該市町村における土地利用規制・建築行為の制限等の把握」を

参照）。 

 なお、温対法上の促進区域を設定する際には、生態系への影響や防災面なども考慮した都道府

県の定める促進区域の設定に関する基準に従うこととされています。本制度の促進区域の設定

に当たっても、当該基準を参考にして差し支えありません。なお、再エネ促進区域制度は建築

物に設置される再エネ利用設備のみを対象としている一方、温対法上の促進区域とはより広範

な設備・施設を対象としている点に留意して下さい（温対法上の促進区域については、

Column1 を参照）。 

 なお、景観規制については、一定の基準の下で太陽光発電設備の普及を促進している事例があ

ります（次ページ参照）。 

  

https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/report/R04_PVset_qa.pdf
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（参考）京都市「京の景観ガイドライン」 

 京都市では、太陽光発電設備の設置高さ・色彩・形態等に関する独自基準を定め、景観地区

（美観地区・美観形成地区）および建造物修景地区での太陽光発電設備の普及を促進してい

ます。具体的には、パネルの色を黒・濃い灰色・濃紺色に限定し、青みの強いものは除く等

の基準や、建物本体からの突出感をなくすため、共用空地から見えない高さや配置とする等

の屋根への設置方法の基準を示しています。 

  

（出所）「京の景観ガイドライン 建築デザイン編」 

 

③地域の意向と区域の設定方法 

 促進区域の設定にあたっては、地域の一定の理解を得ることが必要と考えられます。この点、

既に、例えば脱炭素先行地域のような取組が進められている場合や、地域住民や関係事業者等

から、区域設定の要望があった地域については、再エネ促進区域制度においても優先的・先行

的な取組が可能なエリアとして考えられます。 

上記のようなケース以外についても、計画案の作成過程において、並行して、本制度の趣旨や

背景について地域への周知等を行い、一定の理解が得られた段階で計画の作成・公表に向けた

手続きを開始することが望ましいと考えられます。 
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2-3-4. 特例適用要件の検討、特定行政庁との調整・協議 

（１）特例適用要件の位置づけ 

 促進区域においては、促進計画に定められた特例適用要件に適合する建築物に対して、建築基

準法における容積率制限、建蔽率制限及び高さ制限の特例許可が可能となります。 

 この特例許可を受けるためには、「特例適用要件に適合する」だけでなく、例えば容積率であれ

ば、「交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない」など、各制限の目的に応じた観点で、市

街地環境への影響が軽減されていることが必要となります（建築基準法における各制限におけ

る許可の観点は下表の通り）。 

 

表 2-4 各制限の目的に応じた許可の観点 

 

 

（参考：建築基準法の第 52 条第 14 項第３号） 

 

（容積率） 

第五十二条 （略） 

１４ 次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及

び衛生上支障がないと認めて許可したものの容積率は、第一項から第九項までの規定に

かかわらず、その許可の範囲内において、これらの規定による限度を超えるものとする

ことができる。 

（一）～（二）略 

三 建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な外壁に関する工事その他の屋外に

面する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして国土

交通省令で定めるもの又は同法第六十七条の二第六項の規定により公表された同条第

一項に規定する促進計画に定められた同条第二項第三号に掲げる事項に適合する建築

物※（一部省略）  

 

 

※ 

※ 第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さ 

※ 二重下線部は改正建築物省エネ法第 67 条の６により読み替えたものを記載。 
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（２）特例対象規定の適用要件の検討及び特定行政庁との調整 

手順１. 実態・ニーズ把握 

 「2-3-2. 「再エネ利用設備の種類」の検討」「2-3-3. 促進区域の「位置及び区域」の検討」で

記載した通り、市町村は、どのような設備を設置するかによってどのような形態規制が支障に

なるか、どの程度支障になるかなど、有識者・事業者へのヒアリング等を行い、特例許可に係

るニーズを把握します。 

 

手順２. 促進計画に定める特例適用要件の検討 

 特例適用要件については、制限（容積率制限、建蔽率制限及び高さ制限）ごとに検討する必要

があります。また、実態・ニーズを踏まえて、どの制限に対して特例を認めるか選択すること

ができます。 

 特例許可を受けるためには、特例適用要件に適合した上で、各制限の目的に応じた観点で、市

街地環境への影響が軽減されていることが必要です。 

 このため、特例適用要件の設定にあたっては、各特例許可の観点を細分化し、市街地環境への

影響を軽減するために最低限満たすべき要件を設定することで、許可の条件が事前に明示さ

れ、申請者の予見可能性を高めることにつながります。 

 この点を踏まえ、本ガイドラインでは、再エネ利用設備を設置することによる市街地環境への

影響を軽減するための要件を、特例適用要件として設定することを基本としています。 

 さらに、再エネ利用設備を設置することによる市街地環境への影響を軽減するための要件に加

え、再エネ利用設備の設置促進に関する市町村の方針を踏まえた要件を追加することも可能で

す。例えば、特例許可制度を設置促進のインセンティブとして活用するため、建築物の用途や

規模を限定することや一敷地内において一定の再エネ量が確保されるよう再エネ利用設備を多

く設置する取組に限定すること、景観の配慮が必要なエリアを除外することなどが考えられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 特例適用要件のイメージ 
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 ここでは、各特例許可の観点を細分化し、再エネ利用設備を設置することによる市街地環境へ

の影響を軽減するための要件を設定する際の考え方を紹介します。 

 市町村がこれらの要件を設定する際には、特例適用要件だけでなく、その要件を踏まえて許可

を行う特定行政庁が定める許可基準の内容についても、並行して検討・調整をすることが望ま

れます。 

 なお、下記図中の右側に記載した再エネ利用設備を設置することによる市街地環境への影響を

軽減するための方策は、図中左側の各制限の目的に応じた許可の観点（配慮すべき事項）への

方策を幅広く例示したものとなっています。特例適用要件を設定する際には、地域の実情に応

じて必要な要件を取捨選択する必要があります。 

 

 

図 2-7 容積率制限における許可の観点と特例適用要件のイメージ 

 

  



２－３．計画案の検討・作成 

40 

図 2-8 建蔽率制限における許可の観点と特例適用要件のイメージ 

 

 

図 2-9 絶対高さ制限における許可の観点と特例適用要件のイメージ 

 

 

図 2-10 高度地区による高さ制限における許可の観点と特例適用要件のイメージ 
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 次に特例適用要件の具体例について紹介します。特例適用要件を設定する際には、予め対象

（エリア、建築物の用途・規模、再エネ利用設備の設置方法、特例対象規定等）の絞り込みを

するかどうかにより、２通りの検討の進め方が考えられます。 

 対象を絞らずに、一般的な要件として設定する方法 

メリット ：対象を絞らないため、対応可能な範囲が広い 

デメリット：一般的な要件として設定するため、網羅的に検証が必要で、要件が厳しくな

りやすい 

 具体的な対象を想定した上で、要件設定する方法 

メリット ：具体的な対象を想定するため、検証が比較的容易で、対象に応じた要件設定

が可能 

デメリット：具体的な対象を想定するため、対応可能な範囲が限定的 

 いずれの手法もメリット・デメリットがありますので、市町村の方針や地域の実情に応じて、

いずれかを選択する、又は併用することを検討することが重要となります。 

 ここでは、「具体的な対象を想定した上で、要件設定する方法」により、４つのモデルケースを

用いて、特例適用要件の検討の進め方を紹介します。 

表 2-5 想定される対象のモデルケース 

 

 

 検討にあたっては、以下のように３つのステップで検討を進めることが考えられます。この進

め方に沿って、次項以降で４つのモデルケースについて、検討を進めます。 

 

図 2-11 特例適用要件の検討の進め方 
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図 2-12 モデルケース１ 
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図 2-13 モデルケース２ 
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図 2-14 モデルケース３ 
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図 2-15 モデルケース４ 
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（参考）設備設置方式ごとの導入メリット 

 建築物に付帯する形で再エネ利用設備を設置する場合は、建築基準法上の容積率・建蔽率の

制限や高さ制限に抵触する場合においても、特例適用要件に適合すれば許可の対象として

認められるというのが特例許可制度の趣旨です。 

 そこで、主な再エネ利用設備である太陽光発電設備において、通常、高さ制限に抵触する場

合がある「陸屋根型」、建蔽率制限に抵触する場合がある「ソーラーカーポート」を例示と

して、その導入メリットについて記載します。 

 「陸屋根型」について、陸屋根は傾斜がない安定した平場であり施工がしやすく、大掛かり

な基礎工事が不要な場合もあるため、施工費を抑制することができます。加えて、設備の点

検やメンテナンスもしやすいという特徴もあります。また、災害リスクの観点からも、陸屋

根設置は排水設備が整っているため、浸水被害や土砂崩れ等による設備の被害のリスクは

低いと言えます。 

 また、「ソーラーカーポート」については、通常、カーポートのみの用途で活用している工

作物等の屋根面に太陽光発電設備を設置することで有効利用を図ることができます。 

 

 
図 2-16 陸屋根型の太陽光発電設備イメージ 

（出所）「太陽光発電協会」ホームページ 
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（３）特定行政庁との協議 

 特例適用要件の検討等を経た上で、特定行政庁と協議をする必要があります。協議の期間や回

数・方法等は定められていませんので、必要に応じて複数回実施してください。 

 多くの市町村を所管する場合など、特定行政庁は、円滑な制度運用が図られるよう、協議に当

たっての統一的な判断指針等を作成し、予め市町村に周知することも想定されます。 

 

手順１. 許可基準の調整 

 特定行政庁が定める特例許可基準について、市町村は、これまでの検討結果を踏まえ、特定行

政庁と調整しておくことが望まれます。また、特定行政庁は、特例許可基準を策定する際、有

識者等から特例許可制度全般について意見聴取を行うことも考えられます。 

 

手順２．住民及び設備供給事業者・関係団体への周知 

 特定行政庁は、聴取した意見をもとに特例許可基準に変更を加えたのち、特例許可基準等につ

いて関係者に幅広く周知することが望まれます。 

 なお、具体的に周知する際の主な方法は、「2-4-1. 地域住民の意見の反映」を参照してくださ

い。住民に周知する際は、促進区域の住民を主な対象としつつも、計画作成市町村の住民全員

に開かれた形で行うことが重要です。 

 また、特例許可の対象工事後に、対象以外の工事により、規制を超えること（法不適合）を防

止するため、必要に応じ、報告徴収、立入検査等により実態の把握を行うとともに、法不適合

が生じている場合の是正に努めるように特定行政庁と協力することが重要です。 
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2-3-5. 説明義務の対象とする建築物の用途・規模の検討 

対象とする建築物の検討 

 計画作成市町村は、建築士による再エネ利用設備に関する説明義務の対象となる建築物の用途

及び規模を条例で定める必要があります。 

 説明義務の対象となる建築物の用途・規模を条例で定めていない場合、促進区域内であっても

説明義務制度が効力を生じないこととなるので、促進計画の検討と並行して条例に定める内容

を検討する必要があります。 

 対象とする建築物の用途・規模の検討にあたっては、他の地方自治体で行われている類似制度

も参考にすることができます（詳細は「4-3. 地方公共団体の取組事例」を参照）。 

 例えば、京都府・京都市や群馬県で類似制度が施行されており、それぞれ対象となる延べ

床面積は 10 ㎡以上や 2,000 ㎡以上となっています。 

建築物の「用途」の設定 

 用途の設定の例について、以下に示します。 

 用途を限定しない。 

 再エネ利用設備の導入を促進する用途を規定する。 

 再エネ利用設備の導入が困難な用途を除外する。 

 なお、現行の建築物省エネ法第 18 条第１項第二号で規定されている、適合義務等の規制措置

の適用除外となる用途についても、対象とするか否かを定めることが可能です。 

 例：対象から除外する用途として、文化財等を定める 

建築物の「規模」の設定 

 規模の設定の例について、以下に示します。 

 規模を限定しない 

 対象とする建築物の規模について、一律で設定又は用途別に設定 

 対象としない建築物の規模について、一律で設定又は用途別に設定 

 設定する規模としては、下記のようなものが考えられます。 

 延べ床面積や建築面積で規定する（例：「延べ床面積が 10 ㎡以上のものを対象とする」／

「延べ床面積が 2000 ㎡以上を対象とする」等） 

 高さで規定する（例：「低層・中層の建築物を対象とする」等） 
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2-3-6. 啓発及び普及に関する事項の検討 

 促進計画の任意記載事項として、市町村は、再エネ利用設備の設置に関する啓発及び知識の普

及に関する事項その他必要な事項について定めるよう努めることとされています（改正建築物

省エネ法第 67 条の２第３項）。 

 計画に記載する事項として、以下に例を示します。 

 再エネを導入することについてのメリットや政策的意義についての地域に対する普及啓発

をどのように行っていくのかを示すこと。 

 設備の導入に対する費用面の支援をどのように講じていくのかを示すこと。 

 再エネ利用設備導入に対する支援の実施（補助金や税制優遇等） 

 建築士や工務店などの関係事業者の制度理解や習熟度の向上にどのように取り組んでいく

のかを示すこと。 

 制度解説・説明方法の手引きを作成する、建築士向けの制度説明会の実施 

 再エネ利用設備の設置に関する市民の疑問・問合せ等にどのように対応していくのかを示

すこと。 

 導入に係る支援措置の情報、再エネ利用設備の修理・廃棄の際の手順、相談窓口の開

設、事業者（住宅供給事業者、建築士等）リストの公表 

 

 なお、促進区域内においては、建築物への再エネ利用設備の設置に関し、建築主に対する努力

義務が課されることから、建築主が努力義務を適切に履行することができるよう、計画作成市

町村においては、建築主等に対する情報提供、助言その他必要な支援を行うよう努めなければ

ならないこととされています（改正建築物省エネ法第 67 条の３）。このことも踏まえ、制度の

施行に向けて市町村において取り組むことを想定している事項について、計画に位置づける必

要があります。 



２－４．計画公表に向けた手続き 

50 

２－４．計画公表に向けた手続き 

2-4-1. 地域住民の意見の反映 

促進計画作成にあたっての地域住民等からの意見聴取・反映 

 改正建築物省エネ法第 67 条の 2 第４項の規定に基づき、促進計画を作成する市町村は、促進

区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずることが義務付けられています。 

 具体的には、促進計画の案について促進区域内の住民から意見を聴取する機会を設けた上で、

得られた意見について、計画案への反映の必要性を検討します。 

 検討の結果、どのような対応を行うこととしたかについては（意見を反映しない場合は、

その理由・考え方とあわせて）、適宜住民への情報提供を行う必要があります。 

 住民からの意見聴取の方法の例及び各方法のメリット・デメリットについて、下表に示しま

す。いずれの方法による場合も、住民の意見を聴取する上では、まず本制度の目的・趣旨、促

進区域内での措置等について十分に理解が得られるよう情報提供を行う必要があります。 

表 2-6 意見聴取の方法 

方法 詳細 メリット デメリット 

パブリック

コメント等

の意見公募 

 促進計画の事項等を

インターネットで公

表の上、意見を募集

し、反映結果等を公

示する。 

・ 一定期間で広く意見を募集

することができる。 

・ 住民が、アクセスや日程の

都合に制約を受けずに意見

提出することができる。 

・ 匿名性が高い反面、回答者の

属性が分からない。 

・ 回答者の居住地域を限定する

ことが困難。 

・ 計画案の内容について、直接

説明することはできない。 

・ どれだけの住民に対して計画

案の周知が図られたかを把握

しづらい。 

 

住民説明会  促進計画の事項等を

説明の上、市長や職

員との質疑応答や意

見交換を行う。 

 場合によっては、自

治会等で説明を行う

ことも想定される。 

・ 計画案の内容について、直

接説明することができる。 

・ 住民からの質問への回答や

意見交換がリアルタイムで

できる。 

・ 住民が参加できる条件に制約

がある。（アクセス、日程等） 

・ 会場等の準備に手間がかか

る。 

住民向けの

アンケート 

 促進計画に係る事項

等への意見を聴取す

る。 

・ アンケート結果の集計によ

り、住民の意向を定量的に

把握することができる。 

・ 回答者の居住地域を限定す

ることができる。 

 どれだけ意向を把握できるか

は、アンケートの回答率に依

存する。 

 

 なお、改正建築物省エネ法で意見の反映手続きが義務付けられているのは促進区域内の住民の

みですが、必要に応じて区域外の住民も含めて意見聴取・反映手続きを講ずることも考えられ

ます。 

 また、本制度を円滑に運用するためには、建築士が建築主への説明義務を滞りなく履行できる

ことが重要です。そのため、住民に加えて、各市町村の建築士や工務店が加盟する団体から意

見を聴取することも有効です。 
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2-4-2. 促進計画の公表 

 促進計画に定める事項を検討し、特定行政庁との協議や地域住民等の意見聴取・反映等の手続

きを経て、促進計画の公表を行います。 

 法令上、公表の方法に定めはありません。例えば、市町村のホームページへの掲載・窓口での

配布・広報紙への掲載等が考えられます。 

 公表とともに、促進区域内における努力義務等が適用されますので、地域住民や関係事業者等

の関係主体へ促進計画の内容を予め周知しておくことが必要です。（「2-5-1. 地域住民や関係事

業者等への周知」を参照） 

 なお、建築士の説明義務制度は、条例で定められた用途・規模以上の建築物が対象となるた

め、促進計画の公表とは別途、条例が施行された時点で、促進区域内において説明義務が生じ

ることになります。 

 

関係行政機関への情報共有 

 国土交通省においては、市町村における促進計画の作成状況を把握し、公表する予定です。 

 また、建築士における説明義務の履行状況は、建築士法に基づき都道府県が実施する建築士事

務所への報告聴取等の中で確認される可能性があります。 

 このため、計画作成市町村は、遅くとも促進計画の公表までに、促進計画を作成・公表する予

定である旨及び説明義務に係る条例を制定する予定である旨について、国土交通省及び都道府

県の担当部署に情報提供する必要があります。 
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2-4-3. 説明義務対象の条例化 

建築士の説明義務制度に係る条例 

 建築士の説明義務制度が効力を生ずるためには、説明義務の対象となる建築物の用途・規模を

市町村の条例で定める必要があります。 

 以下に条例のひな形を示しますので、検討に当たって参考にしてください（必ずしも以下の形

式による必要はありません）。 

 なお、条例で定める際には、新規条例の制定に限らず、既存条例の改正により対応することも

可能です。既存条例の改正による場合も、改正建築物省エネ法に基づく規定であることを明確

にする必要があります。 

 

○○市 建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度における説明義務制度の対象となる建

築物の用途・規模を定める条例 

 

本条例は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下、「法」という。）

第 67 条の５第１項の規定に基づき、○○市が定める「○○市 建築物への再生可能エネル

ギー利用設備の設置の促進に関する計画」の区域内における建築士から建築主に対する再

生可能エネルギー利用設備に係る説明義務の対象となる建築物の用途及び規模を定めるこ

とを目的とする。 

 

（建築士が説明を要する建築物の用途） 

第１条 法第 67 条の 5 に規定する、建築士が説明を要する建築物の用途は、○○とする。 

 

（建築士が説明を要する建築物の規模） 

第２条 法第 67 条の 5 に規定する、建築士が説明を要する建築物の規模は、○○とする。 

 

附 則 

この条例は、○年○月○日から施行する。 

 

条例事項に係る意見聴取 

 建築士の説明義務制度のように、広く地域住民等へ影響を及ぼす条例を定める場合は、パブリ

ックコメントを行うことが一般的です。パブリックコメントでは、条例案をインターネットで

公表の上、内容に対する意見を募集した上で、提出された意見やその反映結果等を公示するこ

とになります。 

 建築士の説明義務制度の先行事例である京都府・京都市や、環境確保条例を改正した東京都に

おいては、１か月程度意見を募集し、募集終了後約１か月で主な意見に対する自治体としての

考え方を示しています。またこれらの先行事例では、ホームページやパンフレットの配布等で

地域住民にパブリックコメントを実施している旨を周知しているほか、インターネットだけで

はなく幅広い媒体で意見を募集しています。 
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２－５．制度の施行に向けた準備等 

2-5-1. 地域住民や関係事業者等への周知 

 本制度の施行にあたっては、住民や関係事業者等への周知や相談体制等の整備が必要と考えら

れます。 

住民や関係事業者への周知 

 促進区域内の住民への周知の内容は、以下の項目が考えられます。 

 本制度の趣旨・概要 

 再エネ利用設備設置導入の意義 

 再エネ利用設備設置導入の一般的なメリット 

 市町村で実施している支援制度 

 特例許可制度の考え方 

※形態規制の緩和により景観等に影響が出る可能性があるため、特例許可制度が市街地環

境への影響軽減を図っている点について周知し、住民の理解を得ることが考えられます。 

説明義務の施行に向けた準備 

 建築士が説明義務を履行するためには、建築士が、自ら設計を行う建築物が促進区域内に存す

るかどうかを理解している必要があるため、計画作成市町村は、促進区域として設定された区

域を建築士に周知する必要があります。 

 また、建築士が説明義務を適正に実施できるよう、建築主への情報提供資料を作成し、周知す

る必要があります。この際、国が作成したリーフレットのひな形（附属資料編を参照）を用い

て、各市町村独自の情報を追加することで作成可能です。 

 独自の情報の例：制度の活用に至った市町村の背景（再エネ利用設備の導入状況や効率

性）、対象区域、支援措置の情報 等 

 周知の方法としては、リーフレットの作成・配布／ホームページでの広報／広報誌への掲載等

が考えられます。 

相談体制等の構築 

 促進計画の公表後は、地域住民や建築士、設備設置事業者等からの相談・問合せに対応できる

体制構築が必要です。 
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（参考）太陽光発電設備に係る参考資料の例 

 一般社団法人 環境共生住宅推進協議会においては、国土交通省の補助事業により、戸建住

宅における太陽光発電設備設置を促進するため、留意事項を整理した『戸建住宅の太陽光発

電システム設置に関するＱ＆Ａ』を作成し、公開しています。 

 戸建住宅を対象として、太陽光発電設備を 

・新築時に設置する場合 

・新築時には設置しないが将来的な後載せを想定して計画・設計する場合 

・太陽光発電システムの設置を前提としていない既存住宅に設置する場合 

の３ケースに分け、住宅メーカー、工務店、設計事務所、太陽光発電システム事業者、消費

者を対象として、住宅側の留意事項を整理し、Q&A 形式でわかりやすく解説しています。 

 掲載 HP: https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/index.html 

資料 URL：https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/report/R04_PVset_qa.pdf 

 

 

（参考）再生可能エネルギーに係る普及啓発の事例 

 京都府では地域住民等に向けて「京都再エネポータル」を開設し、再エネ利用設備の紹介や

京都再エネコンシェルジュ（府民の住宅への再エネ利用設備等の導入に対し、積極的かつ適

切に提案等を行う者として認証を受けた建築士等）の一覧・マップを掲載しています。また、

補助金・規制情報や実際に再エネ利用設備を設置した事例紹介等も公開されています。 

 

 
図 2-17 京都府「京都再エネポータル」 

（出所）京都府「京都再エネポータル」トップページ 

 

 京都府・京都市は、令和３年４月に開始した「再生可能エネルギーの導入等に係る建築士の

説明義務制度」について、京都府内の建築物の設計をする設計者（建築士）を対象にオンラ

インセミナーを開催しました。条例改正の概要及び説明義務の詳細の説明や、具体的な説明

方法の解説等が行われました。 

 福島県では、NPO 等が自主的に行う再生可能エネルギーの普及啓発に係るソフト事業（体

験学習会、見学会、勉強会、バスツアー、映像コンテンツ制作等）の取組に対して、一定

の要件化で費用を一部助成しています（福島県「再エネ先駆けの地」理解促進事業）。 

https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/index.html
https://www.kkj.or.jp/contents/build_hojyojigyo/report/R04_PVset_qa.pdf
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2-5-2. 制度の施行（施行後のフォローアップ） 

公表後の施行状況の把握 

 促進計画の公表後、計画作成市町村においては施行状況を定期的に把握することが必要です。

促進区域内で措置される説明義務制度・特例許可制度の実施状況と共に、計画作成による効果

として、促進区域内での建築物への再エネ利用設備導入の推移を調査することが考えられま

す。 

 把握すべき情報と確認方法の例は以下のとおりです。 

 再生可能エネルギー導入量：固定価格買取制度（FIT）の公表情報 

 特例許可件数：特定行政庁への聞き取り 

 説明義務制度の実施状況：建築主・建築士へのアンケートの実施 

 

促進計画等の見直し 

 上記の施行状況の把握を通じ、必要に応じて促進計画の内容や、その周知方法について、見直

しを検討していくことが考えられます（以下は一例）。 

 対象とする再エネ利用設備の種類（見直しの要因の例：再エネ利用設備に係る技術開発、

住民の活用意向等） 

 促進区域の位置及び区域の見直し（見直しの要因の例：土地利用の変化等） 
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附属資料 
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３．附属資料 

３－１．説明義務制度に用いるリーフレットのひな形 
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３－２．説明義務制度に用いる説明書の参考様式 

 

 

※当該建築物への再エネ設備の設置に関与した建築設備士等が、建築主への説明に協力する場合には、その資格及び氏名をあわせて

備考欄に記載することが考えられる。 
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参考情報 
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４．参考情報 

４－１．関係法令 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成二十七年法律第五十三号）（抄） 

※ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の

一部を改正する法律（令和４年法律第 69 号）附則第１条第 4 号に掲げる規定の施行後の

もの 

（基本方針） 

第三条 国土交通大臣は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する基本的な方針（以

下この条、第三十五条第一項第二号及び第六十七条の二第一項において「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物のエネルギー消費性能の向上等の意義及び目標に関する事項 

二 建築物のエネルギー消費性能の向上等のための施策に関する基本的な事項 

三 建築物のエネルギー消費性能の向上等のために建築主等が講ずべき措置に関する基本

的な事項 

四 第六十七条の二第一項に規定する促進計画に関する基本的な事項 

五 前各号に掲げるもののほか、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する重要事項 

３ 基本方針は、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法

律第三条第一項に規定する基本方針との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 国土交通大臣は、基本方針を定めようとするときは、経済産業大臣に協議しなければな

らない。 

５ 国土交通大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

（建築物再生可能エネルギー利用促進区域） 

第六十七条の二 市町村は、基本方針に基づき、当該市町村の区域内の一定の区域であって、

建築物への再生可能エネルギー利用設備（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関す

る特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条第二項に規定する再生可能エネルギー

発電設備その他の再生可能エネルギー源（太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、

エネルギー源として永続的に利用することができると認められるものをいう。）の利用に

資する設備として国土交通省令で定めるものをいう。以下同じ。）の設置の促進を図るこ

とが必要であると認められるもの（以下「建築物再生可能エネルギー利用促進区域」とい

う。）について、建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関する計画（以

下この条、次条及び第六十七条の六において「促進計画」という。）を作成することがで

きる。 

２ 促進計画には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域 

二 建築物再生可能エネルギー利用促進区域において建築物への設置を促進する再生可能



４－２．再エネポテンシャル等の把握方法 

69 

エネルギー利用設備の種類に関する事項 

三 建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において再生可能エネルギー利用設備を設

置する建築物について建築基準法第五十二条第十四項、第五十三条第五項、第五十五条第

三項又は第五十八条第二項の規定（第五項及び第六十七条の六において「特例対象規定」

という。）の適用を受けるための要件に関する事項 

３ 促進計画には、前項各号に掲げる事項のほか、建築物への再生可能エネルギー利用設備

の設置に関する啓発及び知識の普及に関する事項その他建築物再生可能エネルギー利用

促進区域内における建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関し必要な

事項を定めるよう努めるものとする。 

４ 市町村は、促進計画を作成するときは、あらかじめ、当該建築物再生可能エネルギー利

用促進区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

５ 市町村は、促進計画を作成するときは、あらかじめ、これに定めようとする第二項第三

号に掲げる事項について、当該建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物につ

いて特例対象規定による許可の権限を有する特定行政庁（建築基準法第二条第三十五号

に規定する特定行政庁をいう。）と協議をしなければならない。 

６ 市町村は、促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

７ 前三項の規定は、促進計画の変更について準用する。 

 

（建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物の建築主等への支援） 

第六十七条の三 促進計画を作成した市町村（第六十七条の五第一項において「計画作成市

町村」という。）は、建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置を促進するため、建

築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物の建築主等に対し、情報の提供、助言そ

の他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

 

（建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築主の努力） 

第六十七条の四 建築物再生可能エネルギー利用促進区域内においては、建築主は、その建

築又は修繕等をしようとする建築物について、再生可能エネルギー利用設備を設置する

よう努めなければならない。 

 

（建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物に設置することができる再生可能エ

ネルギー利用設備に係る説明） 

第六十七条の五 建築士は、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において、計画作成

市町村の条例で定める用途に供する建築物の建築で当該条例で定める規模以上のものに

係る設計を行うときは、当該設計の委託をした建築主に対し、当該設計に係る建築物に設

置することができる再生可能エネルギー利用設備について、国土交通省令で定める事項

を記載した書面を交付して説明しなければならない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する設計の委託をした建築主から同項の規定による説明を

要しない旨の意思の表明があった場合については、適用しない。 

３ 建築士は、第一項の規定による書面の交付に代えて、国土交通省令で定めるところによ

り、当該建築主の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処理組
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織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって国土交通省令で定め

るものをいう。）により提供することができる。この場合において、当該建築士は、当該

書面を交付したものとみなす。 

 

（建築基準法の特例） 

第六十七条の六 促進計画が第六十七条の二第六項（同条第七項において準用する場合を

含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の日以後は、建築物再生可能エネルギ

ー利用促進区域内の建築物に対する特例対象規定の適用については、建築基準法第五十

二条第十四項第三号中「定めるもの」とあるのは「定めるもの又は同法第六十七条の二第

六項（同条第七項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に

規定する促進計画に定められた同条第二項第三号に掲げる事項（次条第五項第四号、第五

十五条第三項及び第五十八条第二項において「特例適用要件」という。）に適合する建築

物」と、同法第五十三条第五項第四号、第五十五条第三項及び第五十八条第二項中「定め

るもの」とあるのは「定めるもの又は特例適用要件に適合する建築物」とする。 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成 28 年国土交通省令第５

号）（抄） 

第四章の二 建築物再生可能エネルギー利用促進区域における措置 

（再生可能エネルギー利用設備） 

第八十条の二 法第六十七条の二第一項の国土交通省令で定める設備は（新設）、次に掲げ

るものとする。 

一 次に掲げる再生可能エネルギー源を電気に変換する設備及びその付属設備 

イ 太陽光 

ロ 風力 

ハ 水力 

ニ 地熱 

ホ バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネルギー源として利用することが

できるもの（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並びにこれらから製造される製

品を除く。）をいう。次号において同じ。） 

二 次に掲げる再生可能エネルギー源を熱として利用するための設備又はバイオマスを熱

源とする熱を利用するための設備 

イ 地熱 

ロ 太陽熱 

ハ 雪又は氷を熱源とする熱その他の自然界に存する熱（大気中の熱並びにイ及びロに

掲げるものを除く。） 

 

（建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築物に設置することができる再生可能エ

ネルギー利用設備に係る説明） 

第八十条の三 法第六十七条の五第一項の規定により当該建築物に設置することができる

再生可能エネルギー利用設備について説明を行おうとする建築士は、当該建築物の工事

が着手される前に、当該説明を行わなければならない。 
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（書面の記載事項） 

第八十条の四 法第六十七条の五第一項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるもの

とする。 

一 法第六十七条の五第一項の規定による説明の年月日 

二 説明の相手方の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 

三 当該建築物の所在地 

四 当該建築物に設置することができる再生可能エネルギー利用設備の種類及び規模 

五 当該建築物の建築に係る設計を行った建築士の氏名、その者の一級建築士、二級建築士    

又は木造建築士の別及びその者の登録番号 

六 当該建築士の属する建築士事務所の名称及び所在地並びに当該建築士事務所の一級建

築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所の別 

 

（説明を要しない旨の意思の表明） 

第八十条の五 法第六十七条の五第二項の意思の表明（以下この条において単に「意思の表   

明」という。）は、当該建築物の建築に係る設計を行う建築士に次に掲げる事項を記載し

た書面を提出することによって行うものとする。 

一 意思の表明の年月日 

二 意思の表明を行った建築主の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 

三 法第六十七条の五第一項の規定による説明を要しない建築物の所在地 

四 当該建築士の氏名、その者の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別及びその者の   

登録番号 

 

（書面に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承諾等） 

第八十条の六 建築士は、法第六十七条の五第三項の規定により同項に規定する事項を提

供しようとするときは、あらかじめ、当該建築主に対し、その用いる次に掲げる電磁的方

法（同項に規定する電磁的方法をいう。以下この条において同じ。）の種類及び内容を示

し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

一 次条第一項各号に掲げる方法のうち当該建築士が用いるもの 

二 ファイルへの記録の方式 

２ 前項の規定による承諾を得た建築士は、当該建築主から書面又は電磁的方法により電

磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該建築主に対し、法第六十七

条の五第三項に規定する事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該

建築主が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

 

（電磁的方法） 

第八十条の七 法第六十七条の五第三項の国土交通省令で定める方法は、次に掲げる方法

とする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 建築士の使用に係る電子計算機と建築主の使用に係る電子計算機とを接続する電気
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通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法 

ロ 建築士の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された書面に記載すべ

き事項を電気通信回線を通じて建築主の閲覧に供し、当該建築主の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに当該事項を記録する方法（法第六十七条の五第三項に規

定する方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、

建築士の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

二 磁気ディスクをもって調製するファイルに書面に記載すべき事項を記録したものを交

付する方法 

２ 前項各号に掲げる方法は、建築主がファイルへの記録を出力することにより書面を作

成することができるものでなければならない。 

３ 第一項第一号の「電子情報処理組織」とは、建築士の使用に係る電子計算機と、建築主

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する基本的な方針（令和元年国土交通省告示第 793

号）（抄） 

第２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等のための施策に関する基本的な事項 

２.（７） 建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度 

令和 32 年（2050 年）カーボンニュートラル、令和 12 年度（2030 年度）の温室効果

ガス削減目標の実現に向けて、建築物分野においても再生可能エネルギーの利用促進を

図ることが必要である。 

太陽光等の再生可能エネルギーによる発電等の効率性は、地域の気候条件や建築物の

立地条件に大きく影響されるものであること等から、再生可能エネルギーの利用促進に

当たっては、地域の実情に応じて取組を進めていくことが適切である。これを踏まえ、本

法では、市町村は、建築物再生可能エネルギー利用促進区域について、促進計画を作成す

ることができることとしている。なお、本制度の対象となる再生可能エネルギー利用設備

の種類は、建築物への設置を促進する観点から、現在の技術水準等を踏まえ建築物への設

置が一般的に行われていると認められるものについて、我が国のエネルギー政策との整

合性を確保した上で、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成

28 年国土交通省令第５号）において定めている。 

建築物再生可能エネルギー利用促進区域内においては、建築主は、その建築又は修繕等

をしようとする建築物について、再生可能エネルギー利用設備を設置するよう努めなけ

ればならないこととされている。なお、再生可能エネルギー利用設備の設置に当たっては、

併せて、再生可能エネルギーの有効活用（停電時の家庭の電力利用及び再生可能エネルギ

ーの余剰が発生している時間帯の電気自動車等への充電を含む。第３の１．（１）におい

て同じ。）に資する設備の設置を検討することが望ましい。 

また、建築士に対しては、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において、条例で

定める用途に供する建築物の建築で当該条例で定める規模以上のものに係る設計を行う

場合に、当該建築物に設置することのできる再生可能エネルギー利用設備について、建築

主に説明する義務（第４の３．において「建築主への再生可能エネルギー利用設備に係る
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説明義務」という。）が規定されている。 

さらに、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において再生可能エネルギー利用

設備を設置する建築物については、同区域内において特例対象規定（建築基準法（昭和 25

年法律第 201 号）第 52 条第 14 項、第 53 条第５項、第 55 条第３項又は第 58 条第２項

の規定）に基づく容積率制限、建蔽率制限又は高さ制限の特例許可を受けるために促進計

画において定めることとされている特例適用要件に適合する場合、当該特例許可の対象

となる。 

なお、建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に係る制度としては、建築

物再生可能エネルギー利用促進区域制度のほか、令和４年（2022 年）10 月に、都市の低

炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画の認定制度において、その

認定基準に、再生可能エネルギー利用設備が設けられていることが追加されている。 

 

第４ 建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関する計画に関する基本的

な事項 

１．促進計画の作成主体 

促進計画の作成に当たっては、計画の作成主体は次の要件を満たすことが必要である

ため、地域の実情を最もよく把握している市町村がこれを行うこととされている。 

① 建築物再生可能エネルギー利用促進区域に設定しようとする区域が、再生可能エネル

ギー利用設備の設置に適しているかどうかを判断する必要があることから、日照・風量な

ど地域の気候について精通していること。 

② 再生可能エネルギー利用設備の設置を促進することにより住環境の悪化等が生じない

よう、建築物再生可能エネルギー利用促進区域に設定しようとする区域の建築物を取り

巻く環境を把握していること。 

③ 本制度を導入するに当たって地域住民等の関係者の十分な理解・協力を得ること。 

市町村の区域を超える建築物再生可能エネルギー利用促進区域の設定を行う場合には、

複数の市町村が共同で促進計画を作成することとなる。また、地方自治法（昭和 22 年法

律第 67 号）第 252 条の 14 第１項の規定により、市町村から委任を受けた都道府県が促

進計画の作成に係る事務を実施することも可能である。 

 

２．促進計画に定める事項 

（１） 建築物再生可能エネルギー利用促進区域の位置及び区域 

建築物再生可能エネルギー利用促進区域は、市町村の区域の全部又は一部とすること

ができる。市町村において、再生可能エネルギーのポテンシャル、土地利用規制等による

制約及び地域住民の意向等の地域の実情を踏まえ、再生可能エネルギー利用設備の設置

の促進が必要と認められる区域について設定することとする。 

（２） 建築物への設置を促進する再生可能エネルギー利用設備の種類に関する事項 

建築物再生可能エネルギー利用促進区域内において建築物への設置を促進する再生可

能エネルギー利用設備は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則

で定める再生可能エネルギー利用設備の種類から市町村が選択することとする。 

（３） 特例適用要件に関する事項 
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特例適用要件は、特例対象規定に基づく容積率制限、建蔽率制限又は高さ制限の特例許

可の対象とすることができる要件を定めるものである。 

当該要件としては、特例対象規定に基づく各制限の趣旨を踏まえ、市街地環境への影響  

を軽減するためのものとして、再生可能エネルギー利用設備の設置方法及び設置場所に

関する要件、再生可能エネルギー利用設備を設置する建築物の敷地に関する要件等を、建

築物再生可能エネルギー利用促進区域の実情に応じて定めるものとする。また、市町村に

よる建築物再生可能エネルギー利用促進区域における再生可能エネルギー利用設備の導

入の方針を踏まえ、建築物の規模及び用途の要件等を定めることも可能である。 

（４） 啓発及び知識の普及に関する事項等 

促進計画に定めるよう努めることとされている再生可能エネルギー利用設備の設置に

関する啓発及び知識の普及に関する事項その他建築物再生可能エネルギー利用促進区域

内における建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関し必要な事項につ

いては、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の住民等の関係者が、本制度の趣旨、

建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の意義やメリット、建築物再生可能エネ

ルギー利用促進区域内における努力義務や義務等を正しく理解できるよう、市町村が行

う啓発及び知識の普及の内容、方法等を定めるものとする。 

（５） 地方公共団体実行計画との整合性 

促進計画の作成に当たっては、地球温暖化対策推進法第 21 条に基づく地方公共団体実 

行計画との整合性に配慮することが必要である。 

３．促進計画の作成の手続 

市町村が促進計画を作成するときは、あらかじめ、建築物再生可能エネルギー利用促進

区域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとされており、具体的

には、住民への説明会、パブリックコメント等により意見を聴取し、その結果を踏まえて

促進計画への意見の反映を検討することが考えられる。なお、これらの措置は、必要に応

じ、建築物再生可能エネルギー利用促進区域外の住民も対象に含めて広く実施して差し

支えない。また、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内においては、建築士に対して

建築主への再生可能エネルギー利用設備に係る説明義務が課されていることから、当該

義務が適切に履行されるよう、建築物再生可能エネルギー利用促進区域内の建築士団体

等に対しても、促進計画の作成に当たり意見聴取を行うことが考えられる。 

さらに、特例適用要件に適合する建築物は特例対象規定に基づく容積率制限、建蔽率制

限又は高さ制限の特例許可の対象としているため、促進計画の作成に当たっては、特例適

用要件に関する事項について、当該特例許可の権限を有する特定行政庁（建築基準法第２

条第 35 号の特定行政庁をいう。）と協議を行わなければならないこととしている。 
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４－２．再エネポテンシャル等の把握方法 

4-2-1. 再エネポテンシャル等のデータの入手先 

再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）では、エネルギー種別ごとに賦存量、導入ポ

テンシャルを推計しています。それぞれの定義は以下の通りです。 

 ➀賦存量：設置可能面積、平均風速、河川流量等から理論的に算出することができるエネルギ

ー資源量のうち、現在の技術水準で利用可能なものを指します。 

 ➁導入ポテンシャル：賦存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土地

の傾斜、法規制、土地利用、居住地からの距離等）により利用できないものを除いたエネルギ

ー資源量です。「建物系太陽光」等多くの再エネの種類において、市町村別の再エネポテンシャ

ルが示されています。 

 REPOS にまとめられているエネルギー種別の賦存量、導入ポテンシャルについて、入手可能

なデータは以下の通りです。各種データは REPOS のホームページから、制限なく無償で取得

することができます。地図データは Web ブラウザ上で閲覧できる形式となっており、Shape

ファイル、Grid ファイル及び csv ファイルはダウンロードが可能です。GIS を活用して区域を

抽出するのであれば、Shape ファイル、Grid ファイルを活用することができます。 

 

表 4-1 REPOS から取得可能なデータの種類と形式 

 ➀賦存量 ➁導入ポテンシャル 

地図 

（Web） 

Shape 

ファイル 

Grid 

ファイル 

地図 

（Web） 

Shape 

ファイル 

csv 

ファイル 

太陽光発電 

（建物系） 
対象外 ○ ○ 

○ 

（市町村別） 

太陽光発電 

（土地系） 
対象外 ○ ○ 

○ 

（市町村別） 

陸上風力発電 ○ - ○ ○ ○ 
○ 

（市町村別） 

洋上風力発電 ○ - - ○ ○ - 

中小水力発電 

（河川） 
○ ○ - ○ ○ 

○ 

（市町村別） 

地熱発電 ○ - - ○ ○ 
○ 

（市町村別） 

太陽熱 対象外 ○ ○ 
○ 

（市町村別） 

地中熱 対象外 ○ ○ 
○ 

（市町村別） 

 

http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html
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表 4-2 再エネポテンシャル把握に利用できる情報 

 ➀賦存量 ➁導入ポテンシャル 

太陽光 

（建物系） 

対象外  GIS情報を基に集計した建物ポリゴン面積に、戸建住宅等／戸

建て住宅等以外ごとに設定された設置係数を乗じて設置可能面

積を算出し、導入ポテンシャルを推計している。 

 都道府県別、市町村別、施設カテゴリー別（官公庁、病院、学

校、戸建住宅等、集合住宅、工場・倉庫、その他建物、鉄道駅

）の推計結果がまとめられている。 

太陽光 

（土地系） 

対象外  耕地・水上カテゴリーについてはGISデータ、最終処分場、荒

廃農地カテゴリーは統計データから得られた各施設の面積に、

施設カテゴリーごとに設定した設置係数を乗じて設置可能面積

を算出し、耕地・水上カテゴリーについては推計除外条件（傾

斜度、特別保護地区等）を控除した上で、導入ポテンシャルを

推計している。 

 都道府県別、市町村別、施設カテゴリー別（最終処分場、耕地

（田／畑）、荒廃農地（再生利用可能①・②・③／再生利用困

難）、水上）の推計結果がまとめられている。 

陸上風力 500mメッシュの風況マップの高

度80mの風速データ（環境省風

況マップデータ）を基に、風速5

.5m/s以上のメッシュを抽出して

いる。 

 環境省公開の風況マップを用い、基本となる導入ポテンシャル

は、賦存量マップに対して自然条件（標高、最大傾斜角等）と

社会条件（自然公園等、居住地からの距離等）を重ね合わせ、

開発不可条件に該当するエリアを控除することで推計している

。 

 都道府県別、市町村別の推計結果がまとめられている。 

中小水力 

（河川） 

地形データ、水系データ、流量

データ、取水量データを基に、

全国の水路網の河川と河川の合

流点に発電所を設置できると仮

定し、仮想発電所単位での設備

容量を推計。なお発電単価 

500円/(kWh/年)以上に絞り込ん

でいる。 

 賦存量に対して社会条件（自然公園等）を重ね合わせ、開発不

可条件に該当するエリアを控除することで推計している。 

 都道府県別、市町村別、電力供給エリア別の推計結果がまとめ

られている。 

地熱 地熱資源量密度分布図（産業技

術総合研究所）より、各温度区

分の資源量分布図から、それぞ

れ技術的に利用可能な密度を持

つ1kmメッシュを抽出し、集計

している。 

 賦存量マップに対して社会条件（法規制、土地利用規制等）を

重ね合わせ、地熱発電施設が設置可能な500mメッシュを抽出

し、資源量密度を集計している。 

 都道府県別、電力供給エリア別、公園種別ごとの推計結果がま

とめられている。 

太陽熱 対象外  太陽光と同じ住宅地図データを用い、建物区分ごとに設置係数

（有識者ヒアリング結果等から設定）を設定し、500mメッシ

ュ単位の太陽熱の利用可能熱量と給湯熱需要量を算出・比較し

、より小さい推計結果を採用している。 

 都道府県別、電力供給エリア別の推計結果がまとめられている

。 

地中熱 対象外  太陽光と同じ住宅地図データ（データがない地方部は人口メッ

シュデータと面積の相関関係で算出）を用い、採熱可能面積や

地質ごとの採熱率等を設定し、500mメッシュ単位の地中熱利

用の利用可能熱量と冷暖房熱需要量を算出・比較し、より小さ

い推計結果を採用している。 

 都道府県別の推計結果がまとめられている（地図データ及び市

町村別のCSVデータあり）。 
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固定価格買取制度（FIT）で認定された設備導入量 

 固定価格買取制度（FIT）で認定された設備導入量は市町村単位で確認可能であるため、公表

情報を活用することが考えられます（なお、今後は太陽光発電を中心に FIT に基づかない発電

設備も増えてくると考えられることから、導入量を把握する方法は今後の検討課題となってい

ます）。 

 FIT に基づいた設備導入量を把握する手段として、経済産業省の公表資料を確認することや、

環境省の公表資料である自治体排出量カルテを参照することが挙げられます。 

 

表 4-3 現状の再エネ量を把握する上での参考資料 

資料の名称 資料の特徴 

再生可能エネルギー電気の利用の促進

に関する特別措置法 

情報公表用ウェブサイト 

（経済産業省 資源エネルギー庁） 

 

 年４回（３か月ごと）に、FIT 対象の再エネについて、エネ

ルギー種別・出力規模別の FIT 導入量（件数、導入容量

（kW））、FIT 認定量（件数、導入容量（kW））が市町村ご

とに公表されている。 

 導入量は既に稼働している設備が対象となっており、認定量

は FIT 認定されているがまだ施設整備・発電開始がなされて

いないものを含む。また、容量と件数の公表であって発電量

ではないことに留意する必要がある。 

自治体排出量カルテ 

（環境省大臣官房地域政策課） 

 

 自治体排出量カルテは、都道府県、市町村別に温室効果ガス

の部門別排出量などの情報が整理されているものである。 

 再エネについては、FIT に基づく再エネ導入容量（kW）、再

エネの種類別に過去 5 年間の経年変化、導入容量に基づく再

エネ発電量の推計、他の自治体との再エネ導入容量の比較な

どの情報がまとめられている。 

 

 

その他のデータベース 

 各市町村の日射に関するデータベースについては、気象庁のホームページや国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のホームページにおいて公開されています。 

 気象庁ホームページ 

https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.html 

 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）ホームページ 

https://www.nedo.go.jp/library/nissharyou.html 

 

 バイオマス（発電・熱利用）のポテンシャルに関する資料としては、以下のものがあります。 

 都道府県・市町村バイオマス活用推進計画作成の手引き（農林水産省）

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/b_kihonho/local/pdf/tebiki.pdf 

 

  

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.html
https://www.nedo.go.jp/library/nissharyou.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/b_kihonho/local/pdf/tebiki.pdf
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4-2-2. 地方公共団体によるポテンシャルマップ等の作成事例 

信州屋根ソーラーポテンシャルマップ（長野県） 

 長野県で公表している信州屋根ソーラーポテンシャルマップでは、太陽光発電設備の適合度に

よって、個々の建築物が色で示されています。 

https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/kurashi/ondanka/shizen/solar-map.html 

 1,300 [kWh/(m2･年)]以上の日射量を得られる建物は「最適」、1,100 [kWh/(m2･年)]以上、

1,300 [kWh/(m2･年)]未満の日射量を得られる建物の場合は「適」と区別されています（ただ

し、積雪については、対策を講じるなどで回避は不可能ではないと考え、考慮されていませ

ん）。 

 

  

図 4-1 信州屋根ソーラーポテンシャルマップのシミュレーション結果 

 

表 4-4 信州屋根ソーラーポテンシャルマップの太陽光発電設備の凡例 

色 ラベル 説明 

 最適 
1,300[kWh/(㎡･年)]以上の日射量を得られる建物で、比較的日射量が十分に多く設

置に最適な建物と考えられる。 

 

適 
1,100[kWh/(㎡･年)]以上、1,300[kWh/(㎡･年)]未満の日射量を得られる建物で、比

較的日射量が多く設置に適した建物と考えられる。 

非表示 ― 
日射量が1,100[kWh/(㎡･年)]未満又は算出対象屋根面積が20[㎡]未満の建物である

。 

（出所）長野県 信州屋根ソーラーポテンシャルマップより作成 

  

https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/kurashi/ondanka/shizen/solar-map.html
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東京ソーラー屋根台帳（東京都） 

 東京都では、「東京ソーラー屋根台帳」（ポテンシャルマップ）を導入し、都内にある建物の太

陽光発電システムや太陽熱利用システムへの適合度を一目で明らかにしています。 

https://tokyosolar.netmap.jp/map/ 

 1,260 kWh/(m2・年)以上の日射量を得られる建物を「適」、1,100 kWh/(m2・年)以上、1,260 

kWh/(m2・年)未満の日射量を得られる建物を「条件付き適」としています。 

 

図 4-2 東京ソーラー台帳 

 

表 4-5 東京ソーラー台帳の太陽光発電設備の凡例 

色 ラベル 説明 

 適 
1,260[kWh/(㎡･年)]以上の日射量を得られる建物で、設置に適した

建物と考えられる。 
 

条件付

き適 

1,100[kWh/(㎡･年)]以上、1,260[kWh/(㎡･年)]未満の日射量を得られる建物で、設

置に適した可能性がある建物と考えられる。 

非表示 ― 
日射量が1,100[kWh/(㎡･年)]未満又は算出対象屋根面積が20[㎡]未満の建物である

。 

（出所）東京都 東京ソーラー屋根台帳（https://tokyosolar.netmap.jp/map/information02.html）より作成 

 

地中熱ポテンシャルマップ（東京都） 

 東京都の「地中熱ポテンシャルマップ」では、都内における①見かけの有効熱伝導率の分布、

②建物種別ごとの採熱管本数の分布、③建物種別ごとの採放熱量の分布状況を地図上に色別で

表示しています。本マップは、地中熱利用の導入検討時の参考情報として活用することを想定

したものです。 

https://www.tokyogeoheatmap.metro.tokyo.lg.jp/ 

 

 

https://tokyosolar.netmap.jp/map/
https://www.tokyogeoheatmap.metro.tokyo.lg.jp/
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４－３．再エネ導入に係る地方公共団体の取組事例（建築物省エネ法以外の取組） 

4-3-1. 説明義務制度 

 令和５年３月時点で、類似制度が施行されている地方公共団体の例として、京都府、京都市、

群馬県があります。また、川崎市では令和６年度以降の建築士太陽光発電設備説明制度の施行

に向けて検討がなされています。 

 各説明義務事項とその説明方法は以下の通りです。 

 

表 4-6 建築士の説明義務事項と説明方法 

説明義務事項 京都府・京都市 群馬県 

環境負荷低減効果 

 府、市のホームページに掲載されている

「説明義務制度の手引」「環境負荷低減

効果等説明書」を活用 

 

 県のホームページに掲載されている「再

生可能エネルギー設備等の導入による環

境負荷低減効果等説明書」を活用 

導入・設置可能な 

再エネ利用設備 

 府、市のホームページに掲載にされてい

る「説明書面のひな形」中の項目チェッ

クリストを活用 

 県のホームページに記載されている「日

照条件や熱需要の有無なども考慮」する

旨の記述を踏まえて説明 

再エネ利用設備から 

得られるエネルギー量 

 太陽光発電・太陽熱利用について、府、

市のホームページに掲載されている「説

明書面のひな形」中の計算式を活用 

 パネル面積を入力すると自動計算が可能 

 太陽光発電設備について、県のホームペ

ージに掲載されている「特定建築主への

説明書面のひな型」の計算式を活用 

 パネル面積を入力すると自動計算が可能 
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建築物における再生可能エネルギーの導入等に係る建築士の説明義務制度（京都府・京都市） 

 本制度を導入する前から、京都府・京都市は特定建築物の建築主に対して再エネ設備の導入・

設置を義務付け、再エネ設備の拡大に取り組んでいました。 

 特定建築主（京都府または京都市に対して平成 28 年４月から令和元年 10 月までの間に特定建

築物工事完了届書を提出した者）へのアンケート調査によると、「再エネ設備の導入量をどのよ

うに決定したか」については、「建築事業者の提案」が半数以上と最も多く、「建築士等から再

エネ設備についてどのような提案があったか」は「条例の義務を満たす程度」が９割弱という

結果になりました。その結果を受け、令和３年度から本制度が開始されました。 

 「京都市地球温暖化対策条例」により，建築士による再エネ設備の設置の促進に向けて、①建

築主に対する再生可能エネルギーの導入・設置に関する説明、②説明書面の保管（工事完了後

３年間）を義務付けています（制度策定時の体制については、「2-2-1. 検討体制の構築」を参

照）。 

 本制度の対象となるのは、京都市内で床面積（建築物の増築の場合にあっては、当該増築に係

る部分に限る。）の合計が 10 平方メートル以上の建築物の設計を行う建築士です。 

 

表 4-7 京都市地球温暖化対策条例に規定される建築主及び建築士の義務 

建築物の種別 特定建築物 準特定建築物 小規模建築物 

延べ床面積の要件 2,000 ㎡以上 

の新築・増築 

300 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

の新築・増築 

10 ㎡以上 

300 ㎡未満の 

新築・増築 

建築主の義務 再エネ設備導入・設

置義務 

○ 

義務量：延べ

床面積に応じ

て 60,000～

450,000MJ/年 

○ 

義務量：

30,000MJ/年 

（努力義務） 

計画書提出義務 ○ 

 

不要 不要 

完了届提出義務 ○ ○ 不要 

（建築士の情報提供） 

温室効果ガス排出削減の必要性など 

◎ ◎ ◎ 

建築士の説明義務 再エネ設備の導入・ 

設置による環境負荷 

低減効果等 

○ ○ ○ 

建築物に導入・設置 

可能な再エネ設備 

○ ○ 不要 

再エネ設備から 

得られる電気又は 

熱の最大量 

○ ○ 不要 

◎：建築主の意思を確認する際に、建築士から提供する情報（任意） 

○：建築士が建築主へ説明する内容（条例の義務規定） 

 

 本制度における説明の実施は２段階に分かれます。 

 ステップ①では、特定建築物・準特定建築物に該当する全ての建築物の新築・増築におい

て、設計を行う建築士から建築主に対して、「情報提供用リーフレット（兼意思表明書

面）」等を活用して説明を行います。その上で、さらに詳細な説明（ステップ②）の要否に

ついて、建築主の意思を確認します。本ステップは、可能な限り設計契約締結前に実施し

ます。 
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図 4-3 ステップ①の実施フロー 

 

 ステップ②では、当該建築物の建築面積の数値等を用いて、太陽光発電及び太陽熱利用等

の説明事項についての検討を行い、「建築主への説明書面」を作成します。また、実施にあ

たっては説明書面を用いて実施します。 

 

 
図 4-4 ステップ②の実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 再生可能エネルギーの導入・設置に関する説明書

7Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

まずは対象の建築物において、情報提供及び説明の実施に関する建築主の意思確認を行う

参考資料｜建築主への説明内容及び流れ

ステップ➀情報提供及び建築主の意思確認

 特定建築物・準特定建築物に該当する全ての建築物の新築・増築において、設計を行う建築士から建築主に対して

「情報提供用リーフレット（兼意思表明書面）」等を活用して説明を行う。

 その上で、さらに詳細な説明（ステップ②）の要否について、建築主の意思を確認する。

 実施時期は、可能な限り設計契約を締結する前に行うこととする。

事前相談

契約設計

情報提供・意思確認

・リーフレット（兼意思表明

書面）を活用し、温室効

果ガス排出削減の必要性、

再エネの概要の説明及び

意思確認を行う

環境負荷削減意識

の向上

意思表明

・リーフレット活用（兼

意思表明書面）を活

用
（不要の同意があった場合

は書面を保管）

建築士 建築主

フロー図 「情報提供用リーフレット（兼意思表明書面）」

8Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

建築主が今後の説明を希望した場合、

建築士は再エネ設備に関する説明を行い、「建築主への説明書面」を作成する

参考資料｜建築主への説明内容及び流れ

ステップ②建築主への説明

 当該建築物の建築面積の数値等を用いて、太陽光発電及び太陽熱利用等の説明事項についての検討を行い、

「建築主への説明書面」を作成する。

 建築主が詳細な説明を希望されてから、設計契約後可能な限り速やかに実施する。

基本設計

・

実施設計

説明

・説明書及び説明書面を

活用し、環境負荷低減効

果等、導入・設備設置可

能な再エネ設備、電気又は

熱の最大量を説明する 建築主への説明書面

を受領

（説明書面の写しを保管）

建築士 建築主

フロー図 「再エネ設備の環境負荷低減効果等説明書」及び「建築主への説明書面」

24Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

（ご参考）類似制度（京都府・京都市）における説明書面の様式

Ⅱ 促進区域における建築士の説明｜建築士による説明時の書面の様式例

 京都府・京都市では、説明書面の様式に各再エネ設備に関するチェック項目を掲載している。

京都府・京都市における説明書面の様式

建築士の情報

建築士事務所の情報

日照の有無や熱需要等のチェック項目

説明義務項目

環境負荷低減効果

再エネ設備の種別

創エネルギー量

創エネルギー量の算出式

※ 青太字は国の制度案では義務対象外の項目関係
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特定建築物の設計者による再生可能エネルギー設備等の導入に係る説明（群馬県） 

 気候変動の影響と考えられる自然災害が続発することを受け、群馬県は再生可能エネルギーの

利活用や防災・減災に向けて、①自然災害による死者「ゼロ」、②温室効果ガス排出量「ゼ

ロ」、③災害時の停電「ゼロ」、④プラスチックごみ「ゼロ」、⑤食品ロス「ゼロ」を目指す、

「ぐんま５つのゼロ宣言（2050（ニーマルゴーゼロ）宣言）」を発表しました。 

 「ぐんま５つのゼロ宣言」実現に向けた取組の一環として定められた「2050 年に向けた「ぐ

んま５つのゼロ宣言」実現条例」により、特定建築物（新築／増改築部分の延床面積 2,000 ㎡

以上）について、特定建築物排出量削減計画の作成義務等と並び、設計者による特定建築主へ

の説明義務が課せられています。なお、本条例によって群馬県の建築物に課せられている義

務・努力義務は以下の通りです。 

 

表 4-8 「ぐんま５つのゼロ宣言」実現条例に規定される建築主及び建築士の義務 

 

特定建築物 

（延べ床面積 

2,000㎡以上） 

特定建築物以外 

建築物に係る温室効果ガスの排出の量の

削減等 

努力義務（条例第27条） 努力義務（条例第 27 条） 

特定建築物排出量削減計画の作成等 義務（条例第28条）  

再生可能エネルギー設備導入 義務（条例第59条） 努力義務（条例第55条） 

特定建築物再生可能エネルギー設備など

導入計画の作成等 

義務（条例第60条）  

設計者による特定建築主への説明 

（本項の対象） 

義務（条例第63条）  

 

 本制度における説明の実施は２段階に分かれます。このうちステップ①は設計契約締結前、ス

テップ②は、設計契約後速やかに行うことが望ましいとされています（設計契約前の実施も可

能です）。 

 ステップ①では、一部の例外を除く全ての特定建築物の新築・増改築に際して、設計者か

ら、温室効果ガス排出量を削減する必要性や本条例の義務制度等について説明した後、更

なる説明の要否について確認します。なおステップ①の説明にあたり、群馬県ではリーフ

レットを準備しています。 

 

 

図 4-6 リーフレット「再生可能エネルギー設備等導入のお願い」（表面） 
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 ステップ②では、A. 再生可能エネルギー設備を導入することによる環境負荷の低減への効

果、B. 当該建築物に導入することができる再生可能エネルギー設備の種別、C. 再生可能

エネルギー設備から得られる熱及び電気の最大利用、の３点を説明します。このうち、環

境負荷の低減への効果に関する説明には、県が準備した「再生可能エネルギー設備等の導

入による環境負荷低減効果等説明書」を活用できるようになっています。 

 

 
図 4-7 群馬県の説明義務制度における説明の流れ 

 

 気候変動の影響と考えられる自然災害が続発することを受け、群馬県は再生可能エネルギーの

利活用や防災・減災に向けて、①自然災害による死者「ゼロ」、②温室効果ガス排出量「ゼ

ロ」、③災害時の停電「ゼロ」、④プラスチックごみ「ゼロ」、⑤食品ロス「ゼロ」を目指す、

「ぐんま５つのゼロ宣言（2050（ニーマルゴーゼロ）宣言）」を発表しました。 

 本制度は、ぐんま５つのゼロ宣言実現に向けた取組の一環として、「2050 年に向けた「ぐんま

５つのゼロ宣言」実現条例」に定められたものです。 

 



４－３．再エネ導入に係る地方公共団体の取組事例（建築物省エネ法以外の取組） 

85 

4-3-2. 再生可能エネルギー導入検討制度 

建築物自然エネルギー導入検討制度（長野県） 

 長野県の「建築物自然エネルギー導入検討制度」とは、建築時に、設計・建築事業者から建築

主に自然エネルギー導入の可能性を説明することで、導入を促す制度です。2014 年に実施され

た長野県地球温暖化対策条例の改正に伴って導入されました。 

 現在本制度では、床面積 10 ㎡以上の建物を新しく建てる際に、自然エネルギーの検討義務が

課せられています。また、床面積 300 ㎡以上の建物に関しては、追加で努力義務や義務が課せ

られています。 

 

表 4-9 建築物の床面積別の対象となる制度 

床面積の合計 
自然エネルギー 

検討義務 

設備表示の 

努力義務 

検討結果の 

届け出義務 

未利用エネルギー

検討義務 

10,000㎡以上 ○ ○ ○ ○ 

2,000㎡～10,000㎡未満 ○ ○ ○ ― 

300㎡～2,000㎡未満 ○ 
○（戸建住宅を

除く） 
― ― 

10㎡超～300㎡未満 ○ ― ― ― 

10㎡以下、文化財、仮設

、冷暖房等の無い建築物 
― ― ― ― 

 

 本制度で対象となる再エネ利用設備は、太陽熱利用設備（太陽熱温水器、ソーラーシステム

等）・太陽光利用設備（天窓・水平ルーパー、太陽光発電設備等）・バイオマス熱利用設備（薪

ストーブ・ペレットストーブ等）・地中熱利用設備（ヒートポンプ空調（冷暖房）システム等）

です。実際に導入する設備を検討するため、長野県では「建築物自然エネルギー導入マニュア

ル」を作成し、導入する設備選択の検討フローを示しています。 

 

 
図 3-6 設備選択の検討フロー 

（出所）長野県「建築物自然エネルギー導入マニュアル」より 
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4-3-3. 太陽光発電設備の設置義務制度 

建築物環境報告書制度（東京都） 

 東京都では、2025 年４月から、新築住宅等への再エネ設置基準への適合を義務付ける制度が開

始されます。対象となる再生可能エネルギーは、太陽光発電の他、太陽熱利用や地中熱利用を

含みます。 

 再エネ設置基準は、①設置可能棟数、②算定基準率、③棟あたり基準量の乗算で算定されま

す。なお、算定基準率の設定にあたっては、行政区域内の太陽エネルギー利用の適正度合い

（再エネポテンシャルや賦存量、周囲の環境等）が区分によって異なることを踏まえ、その区

分に応じた複数の基準率（30％、75％、80％）を設けています。 

 

表 4-10 再エネ設置基準の条件 

基準 条件 

設置可能棟数 算出対象屋根面積が20㎡未満等の場合、設置基準算定から除外可能 

算定基準率 区分ごとに３段階（30％、75％、80％）で設定 

棟あたり基準量 １棟あたり２kW 

 

 義務の対象となるのは、特定供給事業者が供給する新築住宅等ですが、屋根の条件（例：北向

き）等により、設置基準算定から除外することが可能です。 

 

表 4-11 特定供給事業者の定義 

主体 対象となる事業者 
再エネ設備設置基

準適合要否 

特定供給

事業者 

義務対象者 都内年間供給20,000㎡以上 必要 

任意参加者 
都内年間供給5,000㎡以上の希望する事業者 

（5,000㎡未満の事業者複数によるグループも可） 
不要 

任意提出者 上記以外 不要 

 

 また、制度の実施にあたり、環境性能の高い住宅を新築する等のタイミングで同時に太陽光パ

ネルを設置する際は、補助を行う支援制度が創設される予定です。 
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地方公共団体の類似制度に係る条例 

 建築士の説明義務制度に類似する制度をもつ地方公共団体の条例として、京都市と群馬県

の例を示します。 

 両地方公共団体とも、条例で説明の義務があることや書類の保管義務を規定し、条例施行

規則で対象となる建築物の規模・用途や保管期限を規定しています。 

【京都市の例】 

京都市地球温暖化対策条例（抄） 

第７章 建築物に係る地球温暖化対策 

第６節 建築士の説明等の義務 

（建築士による再生可能エネルギー利用設備の設置の促進） 

第６５条 建築士は，別に定める建築物の新築等に係る設計を行うときは，当該設計の委

託をした建築主に対し，再生可能エネルギー利用設備の設置について，別に定める事項

を記載した書面を交付して説明しなければならない。 

２ 前項の規定は，当該建築主から，同項の規定による説明を要しない旨の意思の表明が

あった場合には，適用しない。 

（保管） 

第６６条 建築士は，前条第１項の規定による説明をした場合又は同条第２項に規定す

る意思の表明があった場合には，その事実を証する書面として別に定める事項を記載

したものを作成し，別に定める日まで保管しなければならない。 

京都市地球温暖化対策条例施行規則（抄） 

第６章 建築物に係る地球温暖化対策 

第５節 建築士の説明等の義務 

（建築士が説明を要する建築物の規模） 

第３７条 条例第６５条第１項に規定する別に定める建築物は，その床面積（増築の場合

にあっては，当該増築に係る部分の床面積）の合計が１０平方メートル以上の建築物と

する。ただし，建築物省エネ法第１８条各号のいずれかに該当する建築物を除く 

（建築士の説明事項） 

第３８条 条例第６５条第１項に規定する別に定める事項は，次に掲げるものとする。た

だし，設計を行う建築物の床面（増築の場合にあっては，当該増築に係る部分の床面積）

の合計が３００平方メートル未満の場合にあっては，第２号及び第３号に掲げるもの

を除く。 

 (1) 再生可能エネルギー利用設備を設置することによる環境への負荷の低減に関す

る情報 

 (2) 設置することが可能な再生可能エネルギー利用設備の種類 

 (3) 再生可能エネルギー利用設備を設置することにより利用することが可能な再生

可能エネルギーの量 

 (4) その他市長が定めるもの 
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 （書面の保管） 

 第３９条 条例第６６条に規定する別に定める事項は，次に掲げる事項とする。 

 (1) 説明をした年月日（建築主から説明を要しない旨の意思の表明があったときは，

その表明があった年月日） 

 (2) 建築主の氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名） 

 (3) 設計を行う建築物の建築を予定する土地の場所 

 (4) 建築士の氏名，その者の一級建築士（建築士法第２条第２項に規定する一級建築

士をいう。），二級建築士（同条第３項に規定する二級建築士をいう。）又は木造建築

士（同条第４項に規定する木造建築士をいう。）の別及びその者の登録番号（同法第

１０条の２４第２項第１号に規定する登録番号をいう。） 

 (5) 説明をした内容（建築主から説明を要しない旨の意思の表明があったときは，そ

の旨） 

 (6) その他市長が定めるもの 

 ２ 条例第６６条に規定する別に定める日は，設計を行った建築物の新築等に係る工事

が完了した日から起算して３年を経過した日とする。 

 

【群馬県の例】 

2050 年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」実現条例（抄） 

第三章 温室効果ガス排出量ゼロ及び災害時の停電ゼロ 

第一節 温室効果ガスの排出の量の削減 

第三款 建築物における地球温暖化対策 

（特定建築物排出量削減計画の作成等） 

第二十八条 規則で定める規模以上の建築物（以下「特定建築物」という。）の新築、増

築又は改築をしようとする者（以下「特定建築主」という。）は、規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を定めた計画（以下「特定建築物排出量削減計画」という。）

を作成し、知事に提出しなければならない。 

一～五 （略） 

第二節 再生可能エネルギーの導入促進 

第二款 建築物における導入促進対策 

（特定建築物の設計者による再生可能エネルギー設備等の導入に係る説明） 

第六十三条 特定建築物の設計者（設計（建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第二

条第六項に規定する設計をいう。以下同じ。）を行う建築士（同条第一項に規定する建

築士をいう。）をいう。以下同じ。）は、特定建築物の設計を行うときは、当該設計の委

託をした特定建築主に対し、当該特定建築物への再生可能エネルギー設備等の導入に

ついて、規則で定める事項を記載した書面又は当該事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）を

交付して説明しなければならない。 
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２ 前項の規定は、同項の設計の委託をした特定建築主から、規則で定めるところによ

り、同項の規定による説明を要しない旨の意思の表明があった場合については、適用しな

い。  

３ 特定建築物の設計者は、第一項の規定による説明をしたときは、当該説明において交

付した書面の写し又は電磁的記録を規則で定める期間、保存しなければならない。 

（多数の者が使用し、又は利用する施設への再生可能エネルギー設備等の導入） 

第六十四条 （略） 

（適用除外） 

第六十五条 この款（前条を除く。）の規定は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第十八条各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

 

2050 年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」実現条例施行規則（抄） 

（特定建築物排出量削減計画の作成等） 

第十三条 条例第二十八条第一項の規則で定める規模以上の建築物は、床面積（同項に規

定する増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分に限る。）の合計

が二千平方メートル以上の建築物とする。 

２・３ （略） 

（特定建築物の設計者による再生可能エネルギー設備等の導入に係る説明） 

第四十三条 条例第六十三条第一項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 再生可能エネルギー設備等の導入による環境負荷の低減への効果 

二 当該建築物に導入することができる再生可能エネルギー設備の種別 

三 いずれかの再生可能エネルギー設備から得られる熱及び電気の最大量 

四 その他知事が別に定める事項 

（説明を要しない旨の意思表明） 

第四十四条 条例第六十三条第二項の意思の表明は、特定建築物の設計者に次に掲げる

事項を記載した書面又は当該事項を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を提出することによって行うものと

する。 

一 意思の表明の年月日 

二 特定建築主の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 

三 特定建築物の所在地 

四 設計者の氏名、一級建築士又は二級建築士の別及びその登録番号 

五 条例第六十三条第一項の規定による説明を要しない旨 

六 その他知事が別に定める事項 
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（設計者による説明記録の保存期間） 

第四十五条 条例第六十三条第三項の規則で定める期間は、条例第六十条第一項の特定

建築物再生可能エネルギー設備等導入計画に定める特定建築物（同条第二項の規定に

より変更後の特定建築物再生可能エネルギー設備等導入計画を提出した特定建築主に

あっては、当該変更後の特定建築物再生可能エネルギー設備等導入計画に定める特定

建築物）に係る工事が完了した日（第三十七条第一項各号に掲げる場合にあっては、条

例第六十三条第一項の規定による説明をした日）から起算して三年とする。 

 


